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概要書 
 
 日本においてクーポンを用いたプロモーションは、飲食サービス業を中心として盛
んに展開されているセールスプロモーションである。たとえば、新聞購読世帯は年間
に約 500枚の折り込みクーポン広告を入手し、消費者の約 65％がモバイルサイトから
モバイルクーポンを入手している。長期化する不況が消費者の「尐しでも安く」とい
うニーズを高め、クーポン利用の活性化に影響を与えているとも指摘されている。  
一方、情報技術の発展と普及は消費者を取り巻くメディア環境に変化をもたらして
いる。そして今日では、クーポンがあらゆる形態で配布、利用されている。具体的に
は、インターネットサイトから印刷するクーポン、モバイルサイトで配信されるクー
ポンなどである。 
本論文は、消費者のクーポン利用行動を明らかにする実証論文である。その目的は、
クーポンが配布されるメディアの差異が消費者の利用行動にいかなる影響を与えるか
を示すことである。メディアに着目すると、一般的なクーポンは紙媒体、ＰＣインタ
ーネット、携帯電話という 3 種類の媒体で展開されている。そこで配布メディア以外
の条件、すなわちクーポンの割引額や対象製品を統制し、それぞれのクーポン利用意
図を同一の因果モデルから説明を試みることで、クーポン利用行為に対する配布メデ
ィアの影響を考察した。 
研究を進めるプロセスとしてまず、先行研究を整理した。具体的にはクーポン利用
行為を説明する研究、消費者に対するメディアの効果を測定する研究、およびモバイ
ルマーケティングの研究を中心に、それぞれの分野で示される課題と知見を明らかに
した。主な課題とは、クーポン利用行為に対するメディアの役割の理解が進んでいな
いことであり、クーポンが展開されるメディア全体を対象としたクーポン利用行為の
分析が必要であるという点である。 
主な知見としては、多くの先行研究が消費者のクーポン利用行為を説明するにあた
って、目的志向型の行動を分析する Theory of Planned Behavir (計画的行動理論) お
よび、新しい技術の採用行動を分析する Technology Acceptance Model (技術採用モ
デル) という理論的枠組みを応用している点である。そこで本論文では、これら 2 つ
の因果モデルを採用して研究課題に取り組むことにした。これらの因果モデルが提示
  
する仮説は以下のとおりである。 
 
計画的行動理論を背景とする因果モデルの仮説は以下の H1 から H7 である。 
 
H1: 「態度」が好意的であるほど「クーポン利用意図」が強まる。 
H2: 「主観的規範」が好意的であるほど「クーポン利用意図」が強まる。 
H3: 「実行可能性評価」が高いほど「態度」が好意的になる。 
H4: 「過去の行為」でクーポン利用経験の多い消費者ほど「クーポン利用意図」が
強まる。 
H5: 「態度」と「主観的規範」の間には相関関係がある。 
H6: 「主観的規範」と「実行可能性評価」の間には相関関係がある。  
H7: 「態度」と「実行可能性評価」の間には相関関係がある。 
 
技術採用モデルを背景とする因果モデルの仮説は以下の H8 から H11 である。 
 
H8: 「経済的ベネフィット」が強まると「態度」が好意的になる。 
H9: 「利用労力」を強く感じると「態度」が非好意的になる。 
H10: 「利用労力」を強く感じると「経済的ベネフィット」が弱まる。 
H11: 「態度」が好意的であるほど「クーポン利用意図」が強まる。 
 
以上の仮説を検証するために量的調査を行った。具体的には、約 850 名の首都圏に
ある大学に通う大学生に対して、外食場面でのクーポン利用に関するアンケートを行
った。クーポン配布メディアごとに 3 種類の調査票を用い、配布メディア以外の条件
が同一になるようにシナリオを設定した。 
調査結果から、回答者の中にクーポン利用経験の偏りがあることが判明したため、
本研究では H4 の検証を見送り、H 4 を除いた 10 の仮説を、クーポン配布メディアご
とのクーポン利用行為に、メディアの差異を考慮しない全般的クーポン利用行為を加
えた合計 4 ケースで検証した。 
分析については、変数の妥当性を確認するための探索的因子分析、確認的因子分析
を行ったうえで、共分散構造分析を行った。その結果、メディアの差異を考慮しない
  
全般的クーポン利用行為の分析では H4 を除く H1 から H11 の仮説がすべて指示、
すなわち計画的行動理論および、技術採用モデルで想定される変数の関係がすべて成
り立つのに対して、メディアごとの検証では指示される仮説に違いがあり、因果モデ
ルの変数の関係が異なることが示された。この調査結果を受けて、本論文のインプリ
ケーションを以下に説明する。 
まず理論的なインプリケーションとしては、本研究の結果はクーポンが取得される
メディアの違いが消費者の利用行為に与える影響を、部分的に明らかにしたことが挙
げられる。つまりクーポンの配布メディアにより消費者がクーポン利用意図を形成す
るプロセスには違いがあり、クーポン研究を進めるうえでは配布メディアを考慮して
因果モデルを構築したほうがより優れた説明ができるということである。 
また実務的には、メディアの選択が消費者のクーポン利用行為を管理する上で重要
な因子であることを確認したことが挙げられる。つまりクーポンを利用する消費者の
情報処理構造は、携帯電話で取得されるクーポン、PC インターネットで取得される
クーポン、紙媒体で配布されるクーポンごとに異なり、配布メディアごとに効果的な
クーポン利用管理手法が異なることを示唆している。 
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第1章 クーポンを含むマーケティングの現状と  
問題意識 
 
本章では、本論文が依拠する問題意識を明らかにする。また本論文の意義を明らかに
するために、問題意識の背景となる日本のマーケティング環境の推移を、クーポンプロモ
ーションおよびモバイルマーケティングに焦点をあて、マクロな視点から整理する。具体
的に以下の２つのことを行う。第一に、本論文の研究対象であるクーポン広告の定義とク
ーポン広告を取り巻く環境を明らかにする。実践的マーケティング戦略としてどのように
扱われてきたか、また現在おかれている状況についても指摘する。第二に、モバイルマー
ケティングについて、2000 年頃から現在までの市場全体の推移を通信技術の発展と携帯
電話の消費者への浸透を中心に概観する。つまり本章では社会的事象としてのクーポン
広告を整理し、その中で実務上求められる知見を問題意識の根源として明確にする。 
 
第1節 クーポン広告の展開と現状 
 
まず本論文で扱うクーポン広告について、その定義と日本における展開を整理する。つ
ぎに関連する既存の統計データを用い、どのような環境において現在のクーポンプロモー
ションが展開されているのかを説明する。 
 
〈１〉 定義 
 
クーポン広告とは、広告中に値引きなどのインセンティブを提示することにより、消費
者に利得を提供する広告形態である。近年はクーポン誌と呼ばれるフリーペーパーやパソ
コンや携帯電話によって提供されるオンライン・クーポンの普及により、消費者にとって
も身近なものとなっている。 
日本では、1980 年代に新聞におけるクーポン広告が解禁されたことで、研究が行われた
こともあった。小林(1989)によれば、クーポン広告とは「所定の値引き額面を記載したク
ーポン券を伴う広告メッセージ」である (小林、1989) 。クーポンは多くの消費者製品カ
テゴリーにおいて重要なプロモーションツールであり (Swaminathan and Bawa, 2005) 、
媒体の環境変化に順応できるプロモーション方法の一つで、かつさまざまな媒体に用い
ることができる (李、2002) 。 
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〈２〉 日本におけるクーポン広告の導入 
 
 世界的に見ると、クーポンは古くから幅広く用いられている販売促進の手段であるが、
日本においては飲食サービス業の大手などに限られたツールであった。 
Nielsen 社が実施した世界の６つの市場 (アジア太平洋、ヨーロッパ、南アメリカ、北
アメリカ、中東、アフリカ) の 55 カ国を対象とする節約の手段に関する調査では、実行
している節約方法ついて調査対象者の約 40％が「クーポンの利用」と回答しており、最も
多かった「セールの時に買う (約 57%) 」に次ぐ高い割合であった (Nielsen Wire, 2010) 。
クーポンは世界の消費者に十分に浸透している節約の手段であるといえる。 
日本では、1987 年に「雑誌業における景品類の提供に関する公正競争規約」が改正さ
れ、広告主が雑誌にクーポン付き広告を掲載することが可能になった。これが、日本にお
けるクーポン広告の起源である。1990 年には「新聞業における景品類提供の禁止に関す
る公正競争規約」に基づいてクーポン広告に関する規約が設けられ、新聞紙面および新聞
折り込みにクーポン広告をつけることが可能になった (嶋村、2000) 。導入当初における
クーポン広告の参考資料として、資料１－１は 1991 年の新聞折り込みクーポン広告であ
る。しかしこのクーポン広告の規制緩和は、外資系企業による要望を飲んだものであり、
日本企業側から規制機関に対して要望し実現したものではないということに留意しなけ
ればならない1。つまり多くの広告主は、クーポン広告の導入に対して、それほど積極的で
はなかった。 
その変化を背景に、当時の「日本の広告主がクーポン広告についてどのような意識を持
ち、この種の広告への対応観はどのようなものであるかを把握する (小林、1989) 」目的
で、小林 (1989) は当時の投入広告費上位企業および「クーポン研究会」会員企業より抽
出された400社 (うち回答社147社)2 に対し、クーポン広告への意識調査を行った。これ
によると、大半の回答社は進んでクーポン広告に反対はしていないが、クーポン広告の
計画や処理面において不安があり、効果面ではサブ的・一時的と受けとめている。また
反対意見として「クーポン広告の受け入れ体制が、業界からみて現状では整備されていな
い」といった受け入れ体制での不安や、クーポン広告が競争面に与えるインパクトの懸念
などがあげられていた。 
                                                   
1当時はマーケティングのグローバル化を背景に、製品やサービスにとどまらずセールスプロモーション手法
さえも世界基準で展開する要望がアメリカ企業の中で高まっていた。それを背景に 1989年 9月に始まった日
米構造協議の折、アメリカ政府は日本に対して系列、談合などの不平等な商習慣の廃止とともに自国と同様
のセールスプロモーションが実施可能な市場を求めたのである。つまり日本企業の視点では、クーポン広告
はそれを実施するマーケティング戦略上の必要から展開可能になったわけではなかった。 
2回答社 147社の業種の内訳は「食品・非アルコール飲料(25)、アルコール飲料・嗜好品(５)、医薬品(13)、
化粧品(７)、トイレタリー(８)、出版(11)、産業機器(４)、精密機器・事務機器・文具(15)、家電・音響機
器(８)、自動車・自動車関連(４)、流通・小売業(15)、金融・保険(３)、サービス・レジャー(５)、エネル
ギー素材(４)、ファッション・アクセサリー(４)、家庭・レジャー用品(３)、不動産・住宅設備(６)、その
他(７)」である。 
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資料１－１： 1991 年、電通と全国紙二紙によって首都圏で実施された新聞折り込みクーポン広告    
「ザ・メーカーズ・クーポン」 
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規制緩和が行われた後、実際の市場においてクーポン広告は、それほど頻繁に使われず
に 10 年以上が経過した (嶋村、2000) 。「大手スーパーの西友は、解禁日の昨年の十月
一日、食品十品目のクーポン広告を掲載した。だが、実施したのは、この一回だけ。回
収率が 0.1％にも満たなかった (『読売新聞』1991.6.13 朝刊) 」という記事は、規制緩和
当初におけるクーポン広告の不活性を示している具体的な例である。 
日本でクーポン広告が欧米のように普及しなかった理由には、システムの未整備と担当
者の否定的認識があった。まず、「メーカーのクーポン活動を効果・効率的かつ強カに展
開させるだけのクリアリング・ハウス加えてその他の関連機関などが、その量・質から
いって不十分であった (小林、1991) 」ことである。具体的な例では、メーカーと小売業
者のコミュニケーション不足である。小売業者はメーカーにとって、クーポンプロモー
ションにおける関連機関のひとつである。当時の新聞記事から、クーポン償還行為の現
場となる売り場にクーポン券への対応についての教育が十分に行き届いておらず、それ
が消費者の利用を敬遠させたことが伺える (『日経流通新聞』1990.12.08.) 。その原因の
一つと考えられるのは、「クーポン回収に対して小売店に支払われる手数料が低く、小売
店にとっても魅力がなかった (『日経流通新聞』1992.10.22.) 」ことである。つぎに、当
時の企業のマーケターの多くが持っていたクーポン広告に対する否定的認識である。多
くの大手企業がクーポンプロモーションと値引き販売のマーケティング上の効果につい
てあまり差異がないと考え、不慣れなクーポン・キャンペーンよりも、慣れた値引き販
売を好んだ (『日経流通新聞』1992.10.22.) 。 
しかし1990年代に入り、長期化する不況が日本におけるクーポン定着に影響を与えた。
消費者の「尐しでも安く」というニーズの高まりが、クーポンに対する態度を好転させる
一因になった。「 (クーポンを使うと) 特売対象になりにくい商品を安く買えることから、
消費者の利用が伸び(中略)、メーカーにとっても主力商品の表示価格を下げずに特売と同
様の販促効果を見込める (『日経流通新聞』1994.11.15 ) 。」このような、クーポンプロ
モーションの効果は単純な値引きとは違うという認識が、日本のマーケターに浸透した。
また、商品力のある小売業者やサービス業者が、ストアクーポン・キャンペーンを実施し
たことも、クーポンの定着を推進した。たとえば、1997 年には、日本マクドナルドがWeb
ページでのクーポン配布を開始し (『日本経済新聞』1997.3.20.朝刊) 、またローソンもキ
ャンペーンの一環としてクーポン広告を実施した (『日経流通新聞』1997.7.22.) 。 
ここまでのクーポン環境の展開をまとめる。メーカークーポンが主体のアメリカと異な
り、日本においてはストアクーポンが一般的に展開されている。クーポンの償還業務を委
託できるクリアリング・ハウスが根付かなかったため、日本でクーポンプロモーション
を実施する際には、それぞれの広告主がクーポン償還業務を負担しなければならなかった。
したがって、個々の製造業者があらゆる小売業者と横断的に取引して展開するメーカーク
ーポンよりも、実際に最終消費者のクーポン利用場面に立ち会う個々の小売業者やサー
ビス業者が展開するストアクーポンのほうが、その業務遂行の効率性という面で優れて
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おり、好まれて使われていたのである。また近年は不況を背景にクーポン利用は活性化し
つつある。 
 
〈３〉 クーポンの普及と多様化 
 
クーポンの普及が進むに従い、消費者がクーポンをどのように使うかが明らかになって
きている。またクーポンの形態も多様化しつつあり、クーポン関連媒体は増えつつある。
ここではまず、一般的なクーポン利用の現状を二次データから把握する。つぎにクーポン
が展開されるメディア: クーポンチャネルに着目し、３種類のクーポン形態 (従来型、イ
ンターネット、モバイル) それぞれの現状を把握する。そのために、それぞれの代表的な
データとして折り込みクーポン広告の配布状況、インターネットの普及状況と利用目的、
モバイルクーポンの利用動向を中心に議論する。 
 クーポンの利用状況に関するデータとして、アメリカではNielsen Coupon Clearing 
Houseが 1957 年から現在まで、国内で償還されたクーポンの枚数を調査、記録している。
一方、日本については、クリアリング・ハウス事業を請け負う主体が存在しないこともあ
り、国内のクーポン利用を定点測定している主体はない。そこで本論文では、異なる主体
がそれぞれの目的で実施したクーポン利用実態調査を参考に、今日のクーポン環境の輪郭
を把握する。 
まず、消費者が頻繁にクーポンを利用する業種について述べる。一般に公開されている
直近の調査である、株式会社クロス・マーケティングが 2010 年に実施した「クーポン／
ネットマネーに関する調査」3から示唆を得る。 
図表１－１は、ある業種の利用者がそこでクーポンを利用する割合 (各店舗の利用状況)
を業種ごとに整理したものである (複数同時回答形式) 。クーポンが頻繁に利用される上
位 3 業種 (ファストフード／居酒屋／レストラン) はいずれも飲食サービス業であり、各
業種の利用者の過半数がクーポンを利用することが示されている。 
つぎに、消費者のクーポン取得経路について述べる。これについては、株式会社インフ
ォプラント (2007) の「『クーポン』に関する調査」4で示される統計データが、公開され
ている直近のものである。図表１－２はその統計データから作成した消費者のクーポン取
得経路の利用経験を表すグラフである。この調査は消費者が一度でも利用したことのある
クーポンチャネルを示したものであり、利用経験では「チラシ・DM」が最も多いことが
わかる。同社は 2004 年にも同様の調査5を実施しており、その調査での利用経験率の高い 
                                                   
3・調査方法：インターネットリサーチ(クロス・マーケティングアンケートモニター使用)・調査時期：2010
年 5月・地域：全国・調査対象：男女 20～69歳・有効回収数：2,000サンプル 
4 ・調査方法：iモードサイト「とくするメニュー」上で行なったオープン型調査・調査対象：全国の iモー
ドユーザー・調査期間：2007/2/13~20・有効回答数：6,458名 
5 ・調査方法：iモードサイト「とくするメニュー」上で行なったオープン型調査・調査対象：全国の iモー
ドユーザー・調査期間：2004/8/2～8/9・有効回答数：17,668人 
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図表１－１ 株式会社クロス・マーケティング (2010) 「クーポン／ネットマネーに関する調査」より作成 
あなたは、次の内どこからクーポン、割引券を入手したことがありますか？
（複数回答）
％
 
図表１－２ 株式会社インフォプラント (2007) の「『クーポン』に関する調査」より作成 
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媒体は「チラシ」が 67.9％で最も高く、次いで「雑誌」57％、「iモードサイト」31.5％、
「PCのWEBサイト」21.1％である。定点的調査ではないため単純なデータの比較から断
定できないが、この 2 回の調査結果を比較すると 2004 年から 2007 年の間に携帯電話イ
ンターネット、PCインターネットを通じてクーポンを利用した消費者が増えたことが推察
される。 
上記の調査で明らかにされた消費者のクーポン取得経路は、メディアの性質から次の 3
つ：紙媒体(従来型クーポン)、デジタル媒体と紙媒体 (インターネットクーポン) 、デジタ
ル媒体(モバイルクーポン)に分類される。それぞれのクーポン環境に関する二次データを
用いて、媒体別の現状を以下に整理する。 
まず従来型クーポンについて述べる。全体規模を概観するには十分ではないが、ここで
は現状を示すにあたり信頼性の高く、長期的にデータ収集をしている点が変化を観察する
上で有効であることから、折り込みクーポン広告の統計データを参考にする。株式会社オ
リコミサービス (2010) は折り込み広告として新聞購読者に配布されるクーポンの統計デ
ータを公開している。図表１－３は、新聞を購読する世帯が 1 年間に受け取るクーポン券
付き新聞折り込み広告の業種別平均枚数の、2003 年から 2009 年までの 7 年間の推移であ
る6。近年、新聞折り込みクーポンの広告主は「サービス・娯楽」、「一般小売業」という
上位 2 業種が圧倒的多数を占めている。この２業種に共通する点は、広告主自身が売り場
を運営し、クーポン償還業務を負担する主体であることだ。これはストアクーポンが一般
的な日本のクーポン環境と一致する。また 1 年間に世帯あたりに配布されるクーポンの枚
数については、2005 年の約 546 枚をピークに近年は 500 枚未満にとどまっている。 
つづいて、インターネットクーポンについて述べる。インターネットクーポンはPCサイ
ト訪問者が必要なクーポンを印刷して使うという性質から、紙媒体のクーポン広告と比べ、
出稿量から利用動向を考察することが困難である。そこで、インターネットクーポン周辺
環境としてインターネットの利用動向を整理し、取得経路自体の利用動向を参考データと
して示す。総務省は毎年『情報通信白書』の中で、日本のインターネットの利用者数およ
び人口普及率の推移を公開している。『平成 22 年版 情報通信白書』 (総務省、2010b)
によると、平成 21 年末のインターネット利用者数は 9,408 万人 (対前年比 3.5%増) 、人
口普及率は 78.0% (前年から 2.7 ポイント増) であり、統計を取り始めた平成 9 年以来最多
となっている。 
同白書では、パソコン、携帯電話それぞれを通じたインターネットの利用目的を調査し
ている。そこで、パソコンによるインターネットの利用とモバイルによるインターネット
の利用を比較するために、パソコンによるインターネットの利用目的として挙げられた上
位5項目について、それらがモバイルによるインターネットの利用目的としてはいかよう 
                                                   
6あらかじめ調査地域を東京都、神奈川県、埼玉県、千葉県に設定し、【1】東京都内 11区、【2】都下 7市、
【3】神奈川県 6市区、【4】埼玉県 5市、【5】千葉県 6市の 35地点を抽出。数値は設定モニター地点におけ
る一世帯当たり折込広告枚数。 
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2003年 2004年 2005年 2006年 2007年 2008年 2009年
スーパー 10.8 10.4 11.8 11.1 16.5 15.3 21.9
百貨店 7.5 10.5 8.5 8.6 9.7 6.2 8.9
一般小売業 142.6 162.2 183.6 172.1 163.8 153.8 161.6
サービス・娯楽 239.7 262.9 249.4 234.6 255.4 252.6 238.1
不動産 28 29.4 28.4 21.9 18.7 13.1 10.9
その他 59.1 65.4 64.7 46.4 57.7 47.7 45.4
0
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枚
クーポン券付き新聞折込広告の業種別平均枚数＜年間1世帯あたり＞の
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図表１－３ 株式会社オリコミサービス(2010)『出稿統計;年間版』より作成 
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地図情報提供サービス（有料・無料を問わない）
個人のホームページ（ウェブ）・ブログ（ウェブログ）の
閲覧
電子メールの受発信（メールマガジンは除く）
商品・サービスの購入・取引（金融取引を除く）
企業・政府等のホームページ（ウェブ）・ブログ（ウェ
ブログ）の閲覧
パソコン 携帯電話
％
インターネットの利用目的
 
図表１－４ 総務省(2010b)『平成 22 年版 情報通信白書』より作成 
  
 
9 
であるかを、図表１－４に示した。ここから、パソコンは特に「企業・政府等のホームペ
ージ(ウェブ)・ブログ (ウェブログ) の閲覧」の目的で使われることが多く55.8％であるの
に対し、モバイルは13.8％と尐ないことがわかる。これは「個人のホームページ (ウェ
ブ) ・ブログ (ウェブ) 閲覧(42.5％)」よりも多い。つまりパソコンによるインターネット
は個人のものよりも企業のホームページやブログを閲覧する目的で使われることが多い。
企業の運営するクーポンサイトのほかクーポンを実施する企業のホームページ上で取得
されるインターネットクーポンは、パソコンによるインターネットユーザーのインターネ
ット利用目的と親和性が高い。 
また、近年のインターネットクーポンに関する環境変化に、クーポン共同購入サイトの
成長が挙げられる。株式会社サーベイリサーチセンターが2011年3月に行なった調査7によ
ると、調査対象者のうちクーポン共同購入サイトを知っていたのは、全体の78.2％であり、
登録していたのは、全体の37.6％であった。さらに購入経験があった調査対象者は、全体
の16.7％であった。購入経験者に限った調査では、調査対象者全体の79.4%が1週間のうち
1回以上サイトを確認しており、購入経験者はクーポン共同購入サイトに高い関心を寄せ
ていることがわかる (株式会社サーベイリサーチセンター、2011) 。 
しかし、クーポン共同購入サイトのシステムはそれまでのインターネットクーポンとは
異なる。前者の場合、利用者はクーポンを購入するのに対し、後者は割引券として金銭的
な取引なく取得するのが一般的である。共同購入によるクーポンの取得は、売買を背景と
するため、これまで一般的であったインターネットクーポンとは区別して理解するべきで
ある。 
つづいて、モバイルクーポンについて述べる。モバイルクーポンはより広義の概念であ
るモバイルマーケティングに属する。そのためマクロなアウトラインの把握としては本章
第３節のモバイルマーケティングに関するデータが参考になることに留意し、ここではモ
バイルクーポンの利用状況についてのデータを考察する。 
まず、消費者は具体的にどのような製品、サービスにモバイルクーポンを利用している
のか。ネットエイジアが行った「ケータイクーポン利用実態」調査8によると、ケータイク
ーポン利用経験者が利用したことのある業種は「ファーストフード」がもっとも多く
79.3％であり、次いで多い順に「ＣＤ・ビデオレンタル店」39.5％、「ファミレス」27.2％、
「その他飲食店」22.8％、「映画館」16.7％であった (ネットエイジア、2008) 。 
チラシ広告市場の縮小を背景に、印刷業界ではクーポンの媒体をモバイルに移行する動
                                                   
7調査内容：共同購入クーポンサイトに関するアンケート・実施方法：インターネットモニターを対象とした
クローズドリサーチ・実調査期間：2011/3/4(金)～3/10(木)・事前調査対象者：全国の男女60001名・本調査
対象者：事前調査結果より、購入したことがある共同購入クーポンサイトがある人1000名 
8調査概要(クローズド調査)・調査対象15歳～29歳のケータイユーザー・調査地域：全国・調査期間：2007/11/11
～11/13日・回答サンプル数：15歳～19歳100名、20歳～24歳100名、25歳～29歳100名 
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きがある。凸版印刷はスーパーなど小売店の割引クーポンを消費者の携帯電話に配布する
事業を始める見込みである。具体的には、電子チラシを掲載する同社のサイトを活用して
クーポンを配布し、既存の豊富な顧客基盤を生かし小売店からの手数料収入を得ることで
収益化する (『日本経済新聞』2011.3.5) 。 
 最後に、本節で確認した日本のクーポン環境の現状についてまとめる。クーポン広告
の起源は新聞、雑誌広告であるが、その導入は低調であった。しかし 90 年代、景気低迷
の長期化による節約志向の高まりと商品力のある企業がクーポンを導入したことが、クー
ポンの認知と利用を促進した。また消費者のクーポン取得経路も多様化する傾向がみら
れるが、特にインターネットクーポンはその性質から、他のクーポンと同質的なデータを
入手することが困難であった。このような限定的なデータから推察されることとして、ク
ーポンが頻繁に利用される業種はメディアにより異なるが、近年の傾向は飲食サービス業
であるという点が挙げられる。 
 
第2節 モバイルマーケティングの展開と現状 
 
ここでは本論文に関連するモバイルマーケティングについて、その定義と日本におけ
る展開を整理する。 
 
〈１〉 定義  
 
 2000 年代、携帯端末の普及を背景に、消費者との接触媒体として携帯電話を捉えマー
ケティングツールとして活用しようという試みが盛んに行われるようになった。そのよう
なマーケティング活動はモバイルマーケティングと位置付けられる。一般にモバイルマー
ケティングとは、「組織が受け手とインタラクティブかつ適切な方法でコミュニケーショ
ンをとり、関係を持つことを可能にする、あらゆるモバイル端末やモバイルネットワー
クを通じた一連の行為 (Mobile Marketing Association, 2009) 」である。 
高速無線通信技術の台頭、携帯電話の普及に伴い、マーケティングコミュニケーショ
ン手段として携帯電話を利用する関心が国際的にも高まっている (Bauer et al., 2005) 。
同時に、近年の情報技術と遠距離通信の発展は多大な学術的関心をモバイルマーケティ
ングに向ける引き金にもなった (Dickinger and Kleijnen, 2008) 。つまりモバイルマー
ケティングは実務、研究の両分野で近年盛んに議論されているテーマである。 
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〈２〉モバイルマーケティングの展開 
 
モバイルマーケティングが注目されるようになった背景である携帯電話インターネッ
ト接続サービスは、1999 年 2 月、ＮＴＴドコモが「ｉモード」として提供しはじめた。
携帯電話によるインターネット接続技術の開発当時は、「携帯ネット接続は日本が世界に
先行 (『日本経済新聞』2001.6.2 朝刊) 」しており、今日でも日本のモバイル通信技術は
高度に発達している。そしてその半年後、本格的なモバイルマーケティングを実践に導
入する目的で、電通はＮＴＴドコモと共同出資で「ｉモード」サイトの広告枠を広告主
に販売する事業を行うＤ２Ｃを設立した (『日経産業新聞』2001.7.13) 。 
「ｉモード」に代表される携帯ネット接続サービスが急速に浸透したことを背景に、日
本の大手広告各社がモバイルマーケティング事業の本格展開を発表しだしたのは 2001
年のことである (『日本経済新聞』2001.6.2 朝刊) 。本格的にマーケティングツールとし
て導入された当初から、モバイルマーケティングは携帯電話の媒体特性を踏まえた使い
方が注目され、「携帯向けサイトのバナー (旗) 広告を単に見せるだけでなく、クーポン
券などを発行したり、マス広告との連動で広告効果を高めたりと、消費者一人ひとりを
ターゲットにする『ワン・ツー・ワン・マーケティング』手法  (『日経産業新聞』
2001.7.13) 」として位置付けられた。 
こうして開始されたモバイルマーケティングが、市場規模という側面でどのように変化
してきたかをいくつかの二次データから俯瞰する。まず、日本で使われる携帯電話台数の
推移は重要な指標の一つである。図表１－５は 2000 年から 2010 年にかけて、その年の
12 月までに確認された、『携帯電話および IP 接続対応携帯電話契約数推移』9である。携
帯電話の契約台数の変化は 9 年間連続で単純増加にあり、ネットワークに接続可能な IP
接続対応携帯電話の契約台数はこの 9 年間で 3 倍以上に急増している。 
つぎに、モバイルマーケティングの定義に含まれるすべてを包括することにはならない10
が、その代表的手法の一つであるモバイル広告について、投じられた総広告費の推移はモ
バイルマーケティング市場の変化の指標の一つとなる。マーケティングの観点から携帯
電話の普及は広告媒体の普及と捉えられる。そのため、携帯電話の普及に伴いモバイル広
告の接触者も増え、モバイルの広告媒体としての価値、およびそこに投じられる総広告
費も増大することが推測される。2003 年から電通は『日本の広告費』11の中で、インター
ネット広告費に含まれる個別の項目としてモバイル広告費を推計しており、図表１－６
はその中で推計された日本のモバイル広告費の推移を 2003年12から 2010年までの期間で
グラフ化したものである。2003 年から 7 年という短期間のうちに、モバイル広告費の合 
                                                   
9各事業者が公表した数値を使用。十の単位が四捨五入されている。 
10携帯電話による m-コマース、広告会社によらない DM等は含まれない。 
11日本国内で１年間(1～12 月)に使われた広告費(広告媒体料と広告制作費)の統計。マス四媒体(新聞、雑誌、
ラジオ、テレビ)、衛星メディア関連、インターネット、プロモーションメディアについて推定している。 
12このデータは 2003年から公開されている。 
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計値は 10 倍以上に伸びており、規模拡大が急速であることがわかる。 
広告市場全体の中でも、モバイル広告は近年成長が著しい分野である。図表 1－7 は電 
通が推計した日本の総広告費 (2002 年から 20010 年まで) とモバイル広告費 (2004 年か
ら 2010 年まで) の前年比率の推移をまとめたグラフである。一般的に、景気後退期には
多くの企業が広告費を抑制する。これを裏付けるように、2002 年以降の広告市場全体の
傾向は前年度比 100％前後と、成長が低迷している。しかしモバイル広告費と総広告費の
前年度比を比較すると、2006 年以降の変化の動きとして上下動は類似しているが、モバ
イル広告には常に前年を上回る広告費が投資されていることがわかる。つまり近年低迷
している広告市場全体の中で、モバイル広告は成長が続いているということだ。 
さらにモバイルマーケティングの標的市場に焦点を当てて整理する。たとえばモバイル
クーポンは携帯電話からインターネットに接続して取得するのが一般的である (『日経プ
ラスワン』2009.11.21) ように、携帯電話インターネット接続サービスを利用している消
費者はモバイルマーケティングの主な標的の一つである。そこで、携帯電話インターネッ
ト接続サービスを利用する消費者の人口動態データはモバイルマーケティングを展開す
る上で重要であると考え、以下に具体的に整理する。 
図表１－８は『平成 21 年通信利用動向調査』13で示される、2009 年末時点の属性別携
帯インターネット利用状況である。「60 歳未満の世代においては、6〜12 歳の世代を除い
て 6割以上の利用率となっているが、60歳以上の世代においては利用率が 5割以下 (総務
省、2010b) 」となっている。つまり利用状況は世代間で格差があり、利用者の中心は 20
～49 歳であることがわかる。言い換えれば、モバイルマーケティングの主な標的市場は比
較的若年齢層であると推察される。これに関して Junco and Mastrodicasa (2007) は、10
から 25 歳の人口動態的セグメントを『ミレニアル (Millenial) 』と定義している。ミレ
ニアルは急進的な技術進歩のなかで成長した世代であり、新技術を日常生活に素早く適応
させるため、モバイルマーケティングの主要なターゲットである。 
つぎに、企業の視点からモバイルマーケティングの捉え方を考察する。まず一般的に、
携帯インターネット接続サービスを介した活動として、企業が消費者に期待する主要なも
のの一つは、モバイルサイトの閲覧である。このことから、企業はその他のツール活用に
よる消費者の自社サイト誘導に積極的である。インプレスＲ＆Ｄの調査14によると、自社の
モバイルサイトに顧客を誘導するために何らかのツールを導入している企業は 62.4％に上
り、「利用していない」と答えた企業 (21.3％) に差をつけている。利用が多いツール(複数
回答)は順に「二次元コード、ＱＲコード、カラーコード」で全体の 25.4％、つぎに「メー 
                                                   
13平成 21年末における個人の属性別携帯インターネット利用率(PHSを含む) 
14携帯サイト開設企業のうち、サイトの制作や管理・運用、マーケティング担当者ら1,203人を対象にしたアン
ケート調査 
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図表１－８ 総務省(2010a)『平成 22 年通信利用動向調査』より作成 
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ル配信」が 19.8％、「空メール」が 8.9％、「電子クーポン・チケット」が 5.1％である (『日
経産業新聞』 2008.3.25) 。つまり、すでにクロスメディアのような手法がモバイルマー
ケティングとして実践されているということだ。 
最後に、本節で確認した日本のモバイルマーケティング環境についてまとめる。モバイ
ルマーケティングはインターネット接続によって多様な展開が可能であり、利用者の中心
は 20～49 歳と比較的若年齢層である。そのため、この層を標的市場とする戦略が効率的
であり、たとえばモバイルクーポンは外食機会の多いこの層と親和性が高いと考えられる。
また近年のモバイル広告費の伸びの推移やモバイルマーケティング手法をクロスメディ
ア的に活用している現状を見ると、今後、モバイルはマーケティングツールとして活性化
していく潜在性が高いと推察される。 
 
第3節 問題意識 
 
ここで、クーポンおよびモバイルマーケティングの現状を踏まえ、本論文がどのような
問題意識に依拠した研究であるかを述べる。上述の現状に加え、第 2 章で整理する先行研
究の動向を考慮すると以下の取り組むべき問題が導かれる。 
 
〈１〉先進的モバイルマーケティング環境にある市場の研究 
  
モバイルをマーケティング戦略と関連付けた研究は数多く存在する  (たとえば
Balasubramanian, et al., 2002; Bauer, et al., 2005; Varnali and Toker, 2010) 。しかし
それらの成果を解釈するには、モバイルの利用目的が地理的空間と文化を跨いで異なる
という重要な点を考慮する必要がある。つまり、新聞、ラジオ、テレビなど他の多くのメ
ディアが世界中の市場で普及しているのに比べ、モバイルの普及は未成熟である。モバイ
ルの普及はインフラ整備など大規模な行程を必要とすること、目まぐるしい関連技術の発
展にキャッチアップすることが困難であることなどが影響し、現状ではそれらの進度に
より世界の地域で利用可能サービス、料金体系などが大きく異なる。たとえば、「アフリ
カなどのいくつかの地域では基本的なアプリケーションが使われる一方、アジアやヨー
ロッパのいくつかの地域では、モバイルの使われ方はアメリカよりずっと洗練され高度
である (Venkatesh, et al., 2010) 。」具体的な例として、Wilcox  (2010) は日本で普及
しているおサイフケータイ15について取り上げ、日本以外の国ではサービスが利用可能な
機器そのものが消費者に十分に普及していない点と、インフラとしての読み取り機器の設
置が店舗へ普及していない点を指摘し、モバイルによる支払いサービスが日本の段階に至
                                                   
15 NTT ドコモが 2004 年より開始したサービス。利用者は加盟店における代金の支払いを、携帯電話を通じて
電子マネーによって支払うことができる。 
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るにはいくつか課題があることを主張している。 
しかし将来は高度に発展したモバイルが世界中の消費者の生活に浸透し、多くの市場
で重要なマーケティングツールになることが予測される。その根拠としてはまず、世界的
な経済の発展が挙げられる。「 (1990 年から 2010 年までの) 過去 20 年間に、人類は多
くの側面で大幅に進歩した。今日の人類はより健康で長寿であり、より教育され製品や
サービスを入手しやすくなった (U.N.D.P., 2010) 。」このような背景から、携帯電話が世
界に広く普及する可能性が高いことが推察される。つぎに、通信技術の革新がグローバ
ルに起きていることの影響である。通信産業における技術革新とサービスの普及につい
て、Kumar (2003) は次のように指摘している。「通信サービスの能力、価格、パフォー
マンスにおける急速な変化は、技術の力、経済の力、社会の力の強力な流れによって導
かれる。技術の力が音声、映像、データ通信における激しい革新と収斂をもたらす。そ
して通信産業がより競争的になるにつれ、自由化によって経済の力が増大する。そして
各国がマーケティング競争に対して国境を開くと通信価格は下がり、より均一で一貫し
たサービスが世界水準となる (Kumar, 2003) 。」つまり、グローバル化を背景としたあ
らゆる市場の競争範囲拡大が通信産業にも影響し、業種内競争の激化がサービスの画一化
をもたらすと予測している。 
これらを踏まえ、世界水準と比して先進的な日本のモバイルマーケティングを研究す
ることはその意義が大きいと考える。日本は諸外国、特に先進国と比べても早い段階か
ら IP 接続対応携帯電話が広く一般に普及しており、そのような先進的な携帯電話を十代
の頃から身近に接しきた世代が現在、多くのマーケットで主要なターゲットとなっている
国である。そこで、日本のモバイルマーケティングを対象とする研究の成果は、これから
モバイルマーケティング市場の成長・成熟期を迎える多くの国のマーケターにとっても
重要な意味がある。 
 
〈２〉多様なクーポンの形態に対する、媒体特性の定義付けの不足 
 
クーポンと消費者行動についての研究は広く取り組まれてきた。その研究の関心の多
くは、クーポンの魅力や対象製品カテゴリーの操作と利用意図の関係の理解 (たとえば
Swaminathan and Bawa, 2005) 、クーポンを好んで利用する顧客特性の特定 (たとえば
Garretson and Burton, 2003) 、他のセールスプロモーションとの比較によるクーポンプ
ロモーションの特性理解 (たとえば Larochea, et al., 2003) という点に向けられている。 
一方、今日のマーケティング環境を俯瞰すると、クーポン取得経路としてのメディアは
急速に多様化し、それらが市場に混在していることがわかる。クーポンプロモーション
を検討する際、以前のマーケターは実施メディアの選択肢として紙媒体の広告(折り込み
広告、新聞広告、雑誌広告など)が所与とされていた。しかし今日のマーケターにとって
は、それらに加え、インターネット上の自社 WEB サイトやクーポンサイトからダウンロ
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ードされるインターネットクーポン (e-coupon) や、携帯メールやモバイルサイトからダ
ウンロードし会計時に提示することで割引が受けられるモバイルクーポン (m-coupon) 
など、選択の幅は広がっている。比較的新しいクーポンの形態であるモバイルクーポン
について Wilcox (2009) は、「 (モバイルクーポンは)個人をマーケット化する機会をマー
ケターに与えるので、将来のモバイルマーケティングにおいて重要な役割を担うだろう」
と予測し、誰もが求めるクーポンを入手できるため、モバイルクーポンは紙のクーポンよ
り高い割合で償還されると指摘している。 
あるクーポンが提供する割引率の高低やその値引きの対象となる製品、ブランドの魅力
度は消費者のクーポン利用意図に関係することは明らかにされている (Bawa et al., 
1997; Raghubir, 1998; Swaminathan and Bawa, 2005) 。しかし実践的なマーケティン
グの現場では、製品やサービス、可能な割引率を所与として、いかに効率的にプロモーシ
ョンを実施するかが鍵となる。この観点からクーポンプロモーションを評価する際には、
製品や割引率を固定し、その中でいかに消費者の利用意図を管理するかということも重
要な課題の一つである。消費者との接触チャネルの差異はその課題の一つの側面である
と考える。 
広告媒体の差異が広告効果に与える影響についての研究は多い (たとえば Dijkstra, et 
al., 2005; Wakolbinger, et al., 2009) 。それらの研究の主な目的は、メディアの差異が消
費者のブランドや製品への態度に与える影響を明らかにすることである。しかしクーポ
ンプロモーションの一過程であるクーポン広告の研究については、新聞折り込み広告や
雑誌広告といった紙媒体による広告を前提としていた期間が長く、近年の急速な情報技
術の発展に十分に対応できていない。つまり紙媒体を前提とし、そこでの広告表現の差異
がクーポンの利用意図に与える影響を解明する研究 (たとえば Roehm and Roehm, 2007) 
は行われている一方、メディアそのものの差異が利用意図に与える影響を解明する研究
は尐ない。 
また、インターネットやモバイルを用いるマーケティングプログラムに対する消費者
の反応を理解するモデルを構築する研究も盛んに行われている (たとえば Fortin, 2000; 
Nysveen et al., 2005; Kang, 2006; Stone et al., 2007) 。それらは新しいメディアのマー
ケティング戦略上の特徴や、既存のメディアとの組み合わせ効果の解明に研究の関心を向
けるものが多く、その示唆はメディアの特徴を活かしたマーケティングプログラムの考案
に向けられている。一方、あるチャネルと別のチャネルの両方で内容として同義のプロモ
ーションを実施した際、それらが消費者にどのように知覚され、反応にどのような差異を
もたらすのかについて比較検討する研究は尐ない。 
消費者がクーポンを認知、取得するために利用するメディアの差異が、その利用プロセ
スにいかに影響するかを理解することは、潜在的利用者のクーポン利用意図を管理する
上で非常に重要であり、それはクーポンプロモーションの成功の重要な要素であると推
察される。 
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最後に、本節で示した問題意識をまとめる。日本は高度に発展したモバイルマーケティ
ング環境にあり、この影響でクーポンの形態は携帯電話を巻き込んで多様化した。現状の
クーポン環境をクーポン取得メディアに着目して整理すると、従来から存在する紙媒体を
ベースに展開されるクーポンに加え、インターネットサイトから利用者が印刷して償還す
るクーポン、モバイルサイトや SMS を通じて電子情報として取得し、携帯電話に表示し
て償還するクーポンなどが共存して利用されている状況だといえる。しかし多様化してい
る一方で、クーポンプロモーションの効率性と各メディアの関係は明らかにされていない
ため、マーケターが期待する反応、すなわちあるクーポンの利用行為を管理するうえで適
切なメディア選択はできていないのが現状である。 
また情報技術の普及と規制緩和が今日の国際的な基調であることを踏まえると、技術的
側面で日本に近似したマーケティング環境が広まっていくことが推察される。 
これらを踏まえ、本論文では効率的なクーポンプロモーションに貢献する目的で、クー
ポン配布メディアの差異が消費者のクーポン利用意図の形成にどのような影響を与える
のかを明らかにする。 
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第2章 問題意識に関連する先行研究 
 
本論文の主たるテーマはクーポンプロモーションにおける取得メディアの影響である。
そこで別々の研究分野として取り組まれているクーポン研究、モバイルクーポンに関して
はモバイルマーケティング研究、メディア研究の 3 つの研究領域に注目し、関連する先行
研究がいかなる研究課題に取り組んできたかを明らかにする。それにより問題意識を取り
組むべき具体的な研究課題に変換する。また、先行研究がそれぞれの研究課題に対してい
かなるアプローチを試みてきたかを参照し、本論文で応用する、妥当性が示されている理
論的背景を明確にする。つまり、関連する先行研究がいかなる理論を信頼性があるものと
して用いて進められているのかを把握し、本論文でクーポン利用意図の仮説的因果モデル
を構築するにあたりその理論を適用することで、本研究の恣意性を取り除く。 
まず、本論文のテーマはいかなる研究領域に属し、そこではいかなる研究が進んでいる
かを整理する。本論文は大きく 3 つのマーケティング研究分野に関連する。それらは「ク
ーポン研究」、「メディア研究」、「モバイルマーケティング研究」である。そこで以下
の 4 つの段階を踏み、それぞれの研究分野で本論文の目的と関連する先行研究を整理す
る。 
第一に、本論文が研究対象とするクーポンプロモーションについて、いかなる関心に基
づいて研究が行われてきたか、どのような理論的枠組みを応用することで分析されてきた
のかを中心にまとめる。それにより近年の研究の傾向と本論文の問題意識が研究全体の中
でどのような位置付けであるのかを把握する。 
第二に、消費者に対するメディアの効果についての研究を考察する。本論文は消費者が
享受する経済的便益が同一のクーポンを対象に、その配布チャネル、すなわちメディアを
操作し、それが消費者の反応に与える影響を実証的に明らかにするものである。このよう
な背景から、メディアの差異が消費者の反応に与える影響を分析する先行研究に留意する
必要がある。ここではいかなるメディア、いかなる消費者の反応に焦点を当て研究が進ん
できたかを中心にまとめる。 
第三に、モバイルマーケティングと消費者の反応についての研究を考察する。本論文は
研究対象の一部にモバイルクーポンを含む。この比較的新しい手法であるモバイルクーポ
ンの研究は、より広い概念であるモバイルマーケティングの研究という枠組みの中で取り
組まれている。そこで、モバイルマーケティングの研究体系からモバイルクーポンの利用
研究の立場を示し、そこで応用されてきた理論的枠組みを検討する。 
第四に、それら 3 つの研究分野で広く、頻繁に用いられる重要な消費者行動理論である
Ajzen and Fishbein (1980) の行動予測理論 (Theory of Reasoned Action: TRA) および
その派生理論を整理し、マーケティング研究におけるそれらの意義を示す。上述の本論文
が関連する 3 つの研究分野は、より広義な概念として消費者行動研究にまとめられる。こ
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の消費者行動研究の中で発展してきた理論的枠組みは、上述の 3 領域にわたる実証的研究
の発展に重大な貢献をしていることが、それまでのレビューから示唆される。そこでこれ
らの理論を改めて考察し、その有効性を確認したうえで本論文が行う因果モデルの構築、
および分析のデザインを検討する。 
 
第1節  クーポンに関する先行研究 
 
マーケティング研究の一分野としてクーポンは多大な関心を向けられてきた (Roehm 
and Roehm, 2007) 。Fortin (2000) によると、クーポン研究はその研究の焦点をどこに
当てているかという基準から以下の 2 つの領域に分けられる。領域の一方は「クーポン愛
用者としての顧客研究 (the consumer-as-couponer study) 」であり、その焦点は主に、
クーポンを好むユーザーのデモグラフィックス、サイコグラフィックスの特定に当てられ
る (たとえば Webster, 1965; Teel, Williams, and Bearden, 1980; Narasimhan, 1984; 
Bawa and Shoemaker, 1987; Levedahl, 1988) 。他方は、「クーポンの利用研究(the 
coupon usage study)」であり、その焦点は主に、消費者は実際にどのような状況下で、ど
のようにクーポンを利用するのかについての洞察と実験による仮説の検証に当てられる 
(たとえばShimp and Kavas, 1984; Bagozzi, et al., 1992) 。これら２つの領域は研究の問
題に対するアプローチ方法は異なるが、消費者のクーポン利用行為の理解を目的としてい
る点は等しい。そのため必ずしも明確に二分されるわけではなく、両領域に跨った研究も
確認される (たとえば Mittal, 1994; Bawa, et al., 1997) 。本論文ではこの Fortin (2000) 
の分類に倣って先行研究を整理し、そこから近年の研究傾向および推察される具体的な課
題を示す。 
 
〈１〉クーポン愛用者としての顧客研究 (the consumer-as-couponer study)  
 
この領域は、消費者一般の中からクーポンを好んで利用する消費者 (クーポン愛用者: 
couponer) を捉え、彼らのデモグラフィックス、サイコグラフィックス的特徴を分析し、
特定することを基本的なアプローチとする。この究極的目的は、いかなる消費者がクーポ
ンを好意的に利用するかを把握し、その特徴を明示することで有効なクーポンプロモーシ
ョンの検討に貢献することである。この分野では一般的に「消費を従属変数とし、製品価
格、収入、クーポンの割引額、利用主体である消費者のデモグラフィックを独立変数と
する回帰モデルを構築 (Narasimhan, 1984) 」するという手法によって問題に取り組む。 
図表２－１は、この研究領域に分類される近年の論文について、その具体的な手法と主
なインプリケーションを整理したものである。 
まずクーポンが他のセールスプロモーションとは異なるものとして消費者に認識され  
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ていることは Garretson and Burton (2003) が確認している。Garretson and Burton 
(2003) は一般的なセールスプロモーションを好む顧客グループとクーポンを好む顧客グ
ループに分類し、それらを比較分析している。それによると、両顧客グループは家計の節
約に高い関心を示すが、前者はセールスプロモーションがもたらす結果として家計の節
約に関心の大部分を向けるのに対し、後者は節約する過程がもたらす喜びや価値に関心
の大部分を向けることが指摘されている。この研究から、クーポンは一般的なセールスプ
ロモーションと区別し、固有のセールスプロモーションとして研究する意義があることが
示唆される。 
研究対象をクーポンとし、クーポンを好む顧客と一般的な顧客のクーポンに対する反応
の分析に焦点を当てた近年の研究は、クーポン割引率の操作 (Bawa, et al., 1997) 、クー
ポンを発行する主体 (プライベートブランド／ナショナルブランド) の操作 (Buckinx, et 
al., 2004) 、対象となる製品のカテゴリーの操作  (Swaminathan, et al., 2005 16 ; 
Chiou-Wei, et al., 200817 ) がクーポン利用行為に与える影響、クーポン利用がクーポン
利用後の行動に与える影響 (Taylor, 2001) を調査した論文が確認される。 
また広告表現の種類 (理性訴求型／感情訴求型) と広告に付随するクーポンの関係に着
目した研究では、クーポンを利用する動機が感情的動機 (emotional) であるか、理性的動
機 (rational) であるかが当該広告コピー／表現の内容と一致することで、消費者のクーポ
ン利用意図が高まる (Roehm and Roehm, 2007) ことが示されている。 
 この研究分野を俯瞰すると、研究の多くが特定の理論に倣う分析というより、データや
アンケートから探索的に利用者の特徴を分類するというアプローチをとっていることが
わかる。このことについてBawa, et al. (1997) は「これらの研究はクーポン利用行為の理
解に大いに貢献しているものの、これらの研究で用いられるクーポン好意の測定尺度はあ
るクーポンに対して向けられたものではないため、クーポン利用行為の予測に対する貢献
は限定的である。」と指摘している。また消費者価値観の多様性を背景に、近年ではデモ
グラフィックスとクーポン利用行為の関係を定義することの意義が薄れている。たとえば
スーパーマーケットにおけるクーポン利用行為の実証調査では、消費者のデモグラフィッ
クスは利用意図の形成に直接影響していないことが指摘されている (Mittal, 1994) 。  
本論文はクーポンを伴う購買行為という具体的な消費者行動の理解に焦点を当てるも
のであり、その目的はクーポンを愛用するグループの分析ではなく、取得チャネルごとに
クーポンに対する消費者の反応を分析することである。つまりFortin (2000) の分類にし
たがうと、次の「クーポンの利用研究 (the coupon usage study) 」に帰属する。 
 
 
 
                                                   
164 つの製品、サービス(コーヒー、洗剤、美容サロン、オイル交換)を対象に比較している。 
17 5 つの製品(洗剤、牛乳、クッキー、シャンプー、オレンジジュース)を対象に比較している。 
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〈２〉クーポンの利用研究(the coupon usage study)  
 
クーポンの利用研究は、消費者のクーポン利用行為が導かれるプロセスの解析に研究
の焦点を当てる。つまり特定の消費者グループの特定および分析ではなく、クーポンが情
報刺激として与えられてからクーポンを利用するという反応に至るまでに、消費者の内生
的プロセスに働く心理的変数そのものの測定、およびそれらの関係性を理解することが
基本的な目的である。この研究分野の究極的目的は、消費者のクーポン利用行為を効率的
に管理するためのコミュニケーションにおいて、重要な側面は何かを特定しクーポンプロ
モーションの能率を向上させることである。 
この領域における研究の起源は Shimp and Kavas (1984) の研究である  (Fortin, 
2000) 。Shimp and Kavas (1984) は、Ajzen and Fishbein (1980) が提示した Theory of 
Reasoned Action: TRA18を消費者のクーポン利用行為を説明する理論的背景として応用
した実証研究を行った。そこで、クーポンに対する消費者の２つの心理的変数、すなわ
ち「行為への態度 (Attitude toward the act) 」および「主観的規範 (Subjective Norm)19 」
は独立変数として「行動意図 (Behavioral intention) 」と因果関係が存在し、「行動意図」
は「行動 (Behavior) 」との間に強い因果関係があることが確認された。つまり、クーポ
ン利用行為は TRA によって部分的に説明できることが確認された。この研究は、クーポ
ン利用行為の概念的理解を実証に基づいて示した最初のものであり、消費者の「態度」レ
ベル、「主観的規範」レベルに介入することでクーポン利用行為に効果を与えられる、と
いう戦略上の知識をマーケターに与えた (Fortin,2000) 。 
クーポンの利用研究はその後、Shimp and Kavas (1984) の研究を継承、発展させる形
で展開され、より精緻にクーポン利用行為を説明する因果モデルを構築することに焦点が
あてられた。つまり、特定の製品カテゴリー、特定のクーポン形態についての研究や、因
果モデルに対して別の心理的変数を拡張的に取り入れて利用行為を分析する研究などで
ある。図表２－２は近年の主なクーポンの利用研究とその知見である。 
その中で、TRA 以外に特に応用されている理論的枠組みは Theory of Planned 
Behavior : TPB である。たとえば Kang, et al. (2006) は、クーポン形態としてインター
ネットクーポンを分析の対象とし、TRA およびその拡張的モデルである TPB を理論的枠
組みとして応用して因果モデルの検証を行っている。その分析の結果では、TRA よりも
TPB の方がクーポン利用行為に対して優れた説明能力を持つことが確認されている。つま
り TPB も TRA と同様、クーポン利用行為に対する有意性が確認された理論的枠組みであ
ることがわかる。 
ここでクーポンの利用研究の傾向を把握するために、その近年の論文レビューをまとめ
                                                   
18具体的には本章第４節で説明する。 
19ある人を取り巻く社会環境が、行為を行うか否かに対してプレッシャーとして働く個人の規範的水準。たと
えば「周囲の人々がその行為の遂行を期待している」とき、行動意図が高まる。 
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た図表２－２から示唆を得る。この表から推察されることとして第一に、クーポンの利用
研究はその多くが、プロモーションの対象として具体的な製品やサービスを選定していな
いことがわかる。言い換えれば、消費者が日常生活の中で培う「クーポンを使うという行
為」一般に対する心理的変数を測定し、それらと利用行為との関係を検証する傾向が強い
ということだ。これは研究の目的が「一般性の高い因果モデルの検証」にあるためである。
つまり、対象として特定の製品やサービス、ブランドを特定せず、一般的なクーポン利用
を調査、分析することで、それらがノイズとして消費者の反応に影響を与えることを防ぐ
狙いがある。しかし Kang, et al. (2006) の研究のように、特定の製品、サービスを対象に
クーポン利用行為を分析することも重要な研究である。前者は、一般的なクーポン利用行
為が導かれる仕組みを解明するもので、その示唆は幅広く応用可能である一方、クーポン
対象製品の性質によってその仕組みがいかに影響されるのかについての理解は限定的で
ある。後者は特定の製品属性でのクーポン利用行為を研究対象にすることで、その限界に
対処する一方、得られる示唆が実務的に応用される幅は狭いという特徴がある。 
ここで、研究の目的の違いから調査の手法の差異があることを踏まえ、本論文の目的に
鑑みてどちらの調査が望ましいか検討する。本論文はメディアの差異の影響に焦点を当て
るものであり、「メディア」を変数として操作したときの消費者の反応を比較するのが望
ましい。そこで、クーポンを取り巻く「メディア」以外の要素は可能な限り具体的に定め、
固定する必要がある。その他の要素を抽象的にして実証分析を行うと、結果を解釈する段
階でメディアの差異の影響範囲を断定しづらくなるためである。そこで本論文では、製品
属性を定めたうえで特定製品カテゴリーについてのクーポン利用行為を分析する。 
第二に、クーポンプロモーションが実施されるメディアを変数として捉えた研究が尐な
いことがわかる。消費者がクーポンを取得するメディアとしては、たとえば Shimp and 
Kavas (1984) は新聞広告のクーポン、雑誌広告のクーポン、DM クーポン、イン／オン
パッククーポンを、 Bawa, et al. (1997) は折り込み広告のクーポン、オンパッククーポ
ン、DM クーポンをそれぞれ想定している。しかし彼らの研究は、消費者が日常で使うク
ーポン全般を調査する目的から、それらを変数として操作するのではなく並列関係にまと
めることで、クーポン一般として置き換えている。つまり現状で消費者が利用しているク
ーポンを列挙することで、調査対象の反応をクーポン一般に対するものとして扱っている
のである。 
尐ないながらも、本論文に近似した視点による研究として、Kang, et al. (2006) はイン
ターネットクーポンと従来型クーポンを対象に、メディアの差異とクーポン利用行為を関
連付けて分析している。具体的には TPB を理論的背景とする因果モデルから、従来型ク
ーポンとインターネットクーポンの利用意図形成プロセスを比較している。情報技術の進
歩に伴う新たなメディアの開発と普及のペースが加速している今日、こうしたメディアを
比較する観点を持った研究は重要性が増す一方で不十分であると考える。そこで本論文で
は Kang, et al. (2006) の研究を発展させる形で、現在の日本で一般的に利用されているク
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ーポンチャネルを包括的に対象とした分析を行い、それぞれの利用行為を同一の視野に置
いて考察する。 
 
第2節 メディアの効果に関する先行研究 
 
消費者とのコミュニケーションツールであるメディアは、その機能の充実と種類の増加
に伴い研究の関心が高まってきた。「メディアと消費者行動との関係は古くから論じられ
ている話題であり、消費者行動研究の中でも広く研究されている (清水、2006) 」。本論
文のテーマの一側面、すなわちメディアの差異は消費者に意味のある違いとして認識され
るのかという問題と特に関連の深いメディア研究の分野は「メディアの置換効果: media 
displacement」研究である。 
そこで本節では、「メディアの置換効果」の近年の論文を扱う。それらのレビューとし
て、具体的には次の３つの段階を踏む。第一に、それらの研究はいかなるメディアを研究
の対象としているのかについて整理する。第二に、それらの研究は消費者のいかなる反応
を比較してメディアを意味付けしてきたのかについて整理する。第三に、それら２つを本
論文の取り組みと関連付けて評価する。つまり本節では、メディアが消費者の反応に与え
る効果についての先行研究を、研究対象として扱われるメディアと測定される消費者の反
応を中心に整理し、そこから推察される研究上の課題を明らかにする。 
 
〈１〉研究対象とされる主なメディア 
 
近年の「メディアの置換効果」研究では、テレビや新聞などを従来型メディアとして扱
い、比較的新しい情報メディアであるインターネットや携帯電話と比較するという傾向が
見られる (たとえば Tsao and Sibley, 2004; Dijkstra, et al., 2005 )。研究対象として扱っ
ているメディアを具体的に整理する。まず、2000 年以降の関連する論文のうち、２つ以
上で扱われていたメディアは紙媒体 (Dijkstra, et al., 2005; Okazaki and  Hirose, 2009) 、
ポスター (Nysveen and Breivik, 2005; Wakolbinger, et al., 2009 )、テレビ (Ferguson 
and Perse, 2000; Kaynay and Yelsma, 2000; Brackett and Carr, 2001; Tsao and Sibley, 
2004; Dijkstra, et al., 2005) 、新聞 (Kaynay and Yelsma, 2000; Brackett and Carr, 
2001; Tsao and Sibley, 2004) 、雑誌 (Brackett and Carr, 2001; Tsao and Sibley, 2004) 、
ラジオ (Brackett and Carr, 2001; Tsao and Sibley, 2004; Nysveen and Breivik, 2005) 、
ダイレクトメール (Brackett and Carr, 2001; Tsao and Sibley, 2004) 、インターネット 
(Ferguson and Perse, 2000; Kaynay and Yelsma, 2000; Brackett and Carr, 2001; Tsao 
and Sibley, 2004; Dijkstra, et al., 2005; Nysveen and Breivik, 2005; Wakolbinger, et al., 
2009; Okazaki and Hirose, 2009) 、 携 帯 電 話  (Kaynay and Yelsma, 2000; 
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Okazaki and  Hirose, 2009) であった。一方、扱われる頻度は尐なかったが扱われていた
メディアは、屋外広告、店内広告、週刊誌、フリーペーパー (Tsao and Sibley, 2004) 、
カタログ (Brackett and Carr, 2001) 、百科事典 (Kink and Hess, 2008) 、イエローペー
ジ (Kink and Hess, 2008) である。ここから、近年の研究ではインターネットやモバイル
といった比較的新しいメディアを研究対象に加えた議論が一般的であることがわかる。 
 
〈２〉研究対象とされる主な消費者の反応 
 
つぎに測定する消費者の反応については、それぞれのメディア上で展開される広告が、
広い意味で消費者に与える「広告効果」を対象としていること多いことがわかった。 
たとえば Nysveen and Breivik (2005) は、３種類の広告媒体:インターネット広告、ポ
スター広告、ラジオ広告について、2 種類の広告表現 (理性訴求／感情訴求) 、2 種類の製
品 (航空機旅客券／週末のスキーリゾートホテル宿泊) の広告キャンペーンに対する消費
者の反応の差異を「広告への態度」、「製品への態度」および「意思決定の補助効果」に着
目して測定している。そこではインターネット広告、ポスターは消費者が情報処理に対し
て持つコントロール性が高いため、高関与の消費者に広告効果が高く、またラジオは低関
与の消費者に効果的であるということが示された。このように、あるメディアに対する消
費者の反応を広告効果という文脈から「広告への態度」として測定する研究は
Brackett and Carr (2001); Tsao and Sibley (2004) が挙げられる。 
Dijkstra, et al. (2005) は、情報の受け手がメディアからの情報を処理する現象を 2 つ
の軸、すなわち「メディアの情報呈示様式 (Modality of the medium)20 」と「メディア
コントロール (Control over the medium21) 」で整理しメディアを分類している。たとえ
ばテレビは「メディアの情報呈示様式」によると、基本的に動的な映像、文字と音声を用
い、視覚、聴覚を刺激するメディアであり、「メディアコントロール」によると呈示され
る情報のペースを情報の送り手がコントロールするメディアであると定義されている。
その上で、彼らはテレビ、紙媒体、インターネットの単独、複合利用に対する消費者の認
知的: Cognitive (製品知識と想起) 、好意的: Affective (評価と情緒) 、行動意欲的: 
Conative (行動的リアクション) 反応を測定している。彼らは、テレビは紙媒体やインタ
ーネットよりも消費者の認知的、感情的反応を引き出すことに優れている、またインター
ネットが行動意欲的反応を促進したことについては、インターネットでは広告接触から
直接購買できるためであると述べている。このようにメディアごとの消費者の反応を認
知的、好意的、行動意欲的反応として段階的に測定する研究は Wakolbinger, et al. (2009)
が確認される。 
この他に、ブランド再生／再認、広告再生／再認を測定する研究として Wakolbinger, et 
                                                   
20 文字、音声、画像、映像を含む呈示物に対して、それらを処理するのに必要とされる人間の知覚能力 
21 情報の送り手、および受け手が情報移転のペースに対して有するコントロール 
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al. (2009) が、「媒体への態度」を測定する研究として Kaynay and Yelsma (2000);Tsao 
and Sibley (2004); Okazaki and Hirose (2009) が挙げられる。 
一般的な広告の意義は、ある広告が消費者の企業や製品に対する広義の考えに影響を与
えることであり、それを対象に分析するのは研究として自然である。 
ここで注意すべき点は、クーポン広告の役割の特殊性である。クーポンプロモーション
では、クーポンを利用者に届けるチャネルとして広告メディアを捉えている。すなわちク
ーポン広告にはクーポンを認知させ、それを取得させ、取引の現場で利用させるという特
殊な反応が期待される。そこでメディアに期待する機能は、情報の提供から生じる一般的
な広告効果以上の役割である。つまり一般的な広告とクーポンプロモーション全体の一
過程である広告とでは、主に期待する機能が異なるということである。このクーポンプロ
モーション全体の一過程としての広告に対して、メディアが果たす役割を論じる研究は進
んでいない。これはモバイルクーポン  (m-coupon) やインターネットクーポン 
(e-coupon) など、クーポン配付形態が多様化するペースが急速であり、研究の多くはそ
れら個別のクーポンを対象とした利用行為の分析に注力してきたことに起因すると考え
られる。モバイルクーポンがモバイルマーケティング研究の一環として取り組まれてい
るのがそれを示す好例である。つまり、クーポン研究はメディアによる影響の比較まで踏
み込んで研究されることが尐ない研究領域ということがいえる。 
 
第3節 モバイルマーケティングに関する先行研究 
 
本論文が研究対象の一部とするモバイルクーポンは、モバイルマーケティング研究の枠
組みで進められている。そこでモバイルマーケティング研究の近年の動向を考察する。 
21 世紀の先進国ではインターネットに代表される、広告媒体としての潜在能力を有す
る新たな情報機器が急速に普及している。携帯電話もそのうちの一つである。しかしモ
バイルマーケティングキャンペーンに投資する企業が増えている半面、このチャネルの
性質と影響力は十分には明らかになっていない (Bauer, et al., 2005) 。モバイルマーケ
ティング研究は比較的新しい分野であり、他のマーケティング研究分野と比べると研究が
十分ではないためと推察される。したがって研究の基礎的な取り組みとして、消費者がい
かなる要因でサービスを利用するのかを解明する研究に加え、携帯電話がメディアとして
いかなる特性を持つか、展開されるサービスはどのように分類できるかといった観点で研
究が進められている段階である。 
そこで本節ではまず、消費者視点からモバイルの特性とそこで展開されるサービスがど
のように分類されるかを説明し、モバイルサービスの一般的な性質を示す。つぎに、それ
らサービスを展開するモバイルマーケティングの研究体系を説明する。そしてその体系に
おいて本論文の取り組みがどのように位置付けられるのかを述べ、本論文が応用する理論
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的枠組みを考察する。 
 
〈１〉 モバイルの特性とサービスの分類 
 
メディアとしてのモバイルには４つの特徴があり、それは「究極的携帯性
(ultra-portability) 」、「空間的敏捷反応性  (location-sensitivity) 」、「単独性 
(untetheredness) 」  (Shankar and Balasubramanian, 2009) 、そして「個人性 
(personal) 」 (Shankar, et al., 2010) である。これらの特徴を踏まえ実践的マーケティ
ングでは、たとえば「究極的携帯性」、「空間的敏捷反応性」を活かした戦略としてモバ
イルクーポンが、また「個人性」を活かした戦略としてメールマガジンなどが展開され
ている。 
特に「個人性」を有することで、社会においてモバイルは単なる技術的ガジェットでは
なく「文化的な対象」として位置付けられている(Shankar, et al., 2010)。モバイルの社会
に対する影響について Shankar, et al. (2010) は次のように述べている。「文化的な対象と
して、モバイルは日々の習慣、活動の一部となっている。 (中略) モバイルデバイスを文
化的な対象として頻繁に使うことは、モバイルライフスタイル、つまり他者とのコミュニ
ケーション、音楽鑑賞、情報探索、取引行為、日々のスケジュール管理、社交などのい
くつかの活動をモバイルデバイスによって日常的にこなす生き方を導く。」現実的に、モ
バイル機能の発展に伴い、モバイルが日常生活の利便性に貢献する割合は大きくなってい
る。 
消費者がモバイルで利用しているサービスについては、「相互作用性  (Type of 
Interactivity) 」と「プロセスの特徴 (Process Characteristics) 」の 2 つの軸から、図表
２－３にある４つにカテゴリーに分類できる (Nysveen, et al., 2005) 。「相互作用性」と
して「人的相互作用－機械的相互作用」が、「プロセスの特徴」として「目的志向－経験
志向」が、それぞれ 2 つのカテゴリーとして示されている。それぞれのカテゴリーに分類
されるサービスの例として「目的志向－人的相互作用」にテキストメッセージ、「経験志
向－人的相互作用」にコンタクトサービス、「目的志向－機械的相互作用」に支払いサー
ビス、「経験志向－機械的相互作用」にゲームが挙げられている。消費者がモバイルで利
用するサービスはこれら４つに分類されるため、モバイルマーケティングのプログラム
はこれらと関係が深い22。 
これらのメディア特性と消費者の利用サービスを踏まえ、マーケターは顧客のニーズを
満たすために「モバイルサイト創設と維持」、「メール、メッセージ」、「モバイル広告」、
「モバイルクーポン」、「モバイル顧客サービス」、「モバイル SNS 管理」を含む多く
のモバイルマーケティングプログラムを実践している(Shankar, et al., 2010)。 
                                                   
22Nysveen et al. (2005)の基準に従えば、たとえばモバイルでの口コミは「目的志向―人的相互作用」であり、
モバイルクーポンは「目的志向―機械的相互作用」に分類されるサービスである。 
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モバイルサービスの分類
サービスの例 相互作用性 プロセスの特徴
テキストメッセージ 人的相互作用 目的志向
コンタクトサービス（※） 人的相互作用 経験志向
支払いサービス 機械的相互作用 目的志向
ゲーム 機械的相互作用 経験志向
※：広い社会ネットワークでメッセージを発信する行為。チャットなど
Nysveen,Herbjørn, Pedersen,Per E., and Thorbjørnsen,Helge(2005) 
“Intentions to Use Mobile Services: Antecedents and Cross-Service Comparisons”
Journal of the Academy of Marketing Science.Vol.33, No. 3, p.334.TABLE1 より筆者作成
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７
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44
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戦略
45
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76
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131
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23
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16
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９
Varnali,Kaan and Toker,Ayusegul (2010)Mobile marketing research :
The- state- of- the- art” International Journal of Information 
Management, 30, p.146Fig.2より筆者作成
 
図表２－４ 
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〈２〉モバイルマーケティング研究の体系 
 
Varnali, et al. (2010) はモバイルマーケティング (M-marketing) を研究テーマとした
225 本の論文を、そのアプローチの違いから図表２－４のように整理している。各区分の
下の数字は属する論文の数を示している。本論文は、モバイルクーポンを消費者がいかに
して受容するのか明らかにすることが目的の一部である。したがってこの分類によると、
本論文は「消費者行動」のカテゴリー中の「M‐マーケティングの受容と応用」に区分さ
れる。 
「M‐マーケティングの受容と応用」研究は、先に説明した Theory of Reasoned Action 
(Ajzen and Fishbein, 1980) 、Theory of Planned Behavior (Ajzen, 1991) に加え、
Technology Acceptance Model: TAM (Davis, 1989) 、Innovation Diffusion Theory  
(Rogers, 1983) などの因果モデルを広く理論的背景として応用し、モバイルマーケティ
ングプログラムの受容行為を分析している (Nysveen, et al., 2005; Qi, Jiayin, et al., 
2009 など)。 
特に近年の「M‐マーケティングの受容と応用」研究についてその理論的背景を整理し
たところ、TAM (Davis, 1989) が頻繁に採用されていることがわかった (たとえば Pagani, 
2004; Luarn and Lin, 2005; Wu and Wang, 2005; Hsu,et al., 2008; Dickinger and 
Kleijnen, 2008) 。TAM は、特に具体的な技術やサービスの採用行為を分析するために応
用されてきた理論的枠組みである。モバイルマーケティングでは、M－コマース (Wu and 
Wang, 2005) 、写真付きメッセージ、メール、動画メッセージ、ポストカードメッセージ
(Pagani, 2004) 、モバイルバンキング (Luarn and Lin, 2005) 、MMS23 (Hsu, et al., 
2008) 、といったプログラムの受容行動を説明するために用いられている。それらの研究
の中で特に本論文と関連が深いものとして、消費者の (SMS による) モバイルクーポン利
用行為を TAM から説明している論文がある (Dickinger and Kleijnen, 2008) 。その論文
では量的調査から、モバイルクーポン利用行為が TAM によって部分的に説明可能である
ことが確認された。 
このように、モバイルクーポンの利用行為はマーケティングプログラムの受容行動を分
析する研究の一つとして、それ以前のクーポンとは区別されて研究される傾向にある。た
しかにモバイルクーポンと他のクーポンは消費者が利用する過程に大きな差異が存在す
るため、独立のマーケティングプログラムとして研究を進める意義はある。しかしクーポ
ンキャンペーンを企画する現実のマーケターは、クーポンチャネルの選択を含んだ意思決
定の必要があるため、有効な意思決定を実現するためにはクーポンチャネル全体の中でモ
バイルクーポンを他のクーポンと比較し、定義付ける必要がある。 
 
                                                   
23
Multimedia Messaging Service : 
携帯電話同士で文字や音声・画像などを短いメッセージにして送受信できるサービス 
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以上、３つの研究領域、すなわち「クーポン研究」、「メディア研究」、「モバイルマ
ーケティング研究」について、本論文の目的に関連する先行研究を整理した。それらから
得られた本論文に対する示唆を以下にまとめる。 
これまでクーポンの利用行為は、TRA および TPB を理論的背景として研究が進んでき
た。しかしクーポンプロモーションに用いられるメディアを変数として包括的に捉らえ、
メディアの差異という視点をクーポン利用行為に組み込んだ研究はあまり進んでいない。 
一方、メディアの差異が消費者に与える影響についての研究は、一般的な広告効果、つ
まり広告刺激に対する消費者の心理的変容を対象として取り組まれている。つまり、クー
ポン広告のように、より具体的で複雑な反応を期待する広告を対象にとした研究は尐ない。 
特に、近年台頭したモバイルクーポンについては、「M-マーケティングの受容と応用」
研究の一環として研究されている。つまりモバイルクーポン利用行為は「新しい技術の採
用」と捉えられており、それ以前のクーポンとは区別される傾向にある。しかしモバイル
を含む包括的なクーポンチャネルの知識を、それぞれの比較から明らかにすることは重要
である。 
またこれらのレビューから、クーポン利用行為の分析にはいくつかの理論的枠組みが頻
繁に応用されていることがわかった。そこでそれらの理論的枠組みについて具体的に考察
する。 
 
第4節 消費者行動の理論的枠組み 
 
これまで本論文のテーマに関連する先行研究を確認してきたが、その中で消費者の行動
を説明する理論的枠組みとして、Theory of Reasoned Action (論理的行動理論) 、Theory 
of Planned Behavir (計画的行動理論) および Technology Acceptance Model (技術採用モ
デル) が広く応用されていることがわかった。そこで本節では、これらの消費者行動理論
を考察し、消費者のクーポン利用行為における内生変数、その内生変数間の関係を確認す
る。それを参考に、次章で本論文の仮説的モデルを構築する。 
 
〈１〉 Theory of Reasoned Action: TRA  (論理的行動理論) 
 
多くの研究者が、企業のマーケティング刺激24に対する消費者の態度と行動の関係を説
明するために、心理的変数と行動変数の関係から成る因果モデルを提示している。Theory 
of Reasoned Action: TRA は Ajzen and Fishbein (1980) が提示した因果モデルであり、
本論文に関連する先行研究で頻繁に応用されていることが確認された。このモデルは次の
                                                   
24 マーケティング戦略のうち、消費者に知覚される部分。広告、製品、パッケージ、セールスプロモーシ
ョンなど。 
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３つの心理的変数、すなわち「行為への態度 (Attitude toward the act) 」、「主観的規
範 (Subjective norm)25 」、「行動意図 (Behavioral intention) 」と１つの行動変数、す
なわち「行動 (Behavior) 」を構成因子し、それらの変数間の関係で示される。それぞれ
の関係は次のとおりである。あるマーケティング刺激により、対象は何らかの行為を示唆
される。対象はその行為に対し「行為への態度 (Attitude toward the act) 」を形成する
と考える。また同時に対象は、自身が生活する社会的コミュニティにおいて、マーケティ
ング刺激が示唆する行為はどのように受け入れられているか、という概念である「主観的
規範 (Subjective Norm) 」を形成する。この 2 変数は互いに独立変数として、媒介変数で
ある「行動意図 (Behavioral intention) 」、すなわち示唆される行為を実行する意志との
間に有意な因果関係が存在し、「行動意図」は従属変数である「行動 (Behavior ) 」、す
なわち実際に示唆される行為を実行するという結果と有意な因果関係にある。この構成
因子の普遍性とモデルの理解しやすさから、TRA は広汎な消費者行動の説明に適応され、
その有意性が確認されている。 
 
〈２〉Theory of Planned Behavior: TPB (計画的行動理論) 
 
たしかに「行動意図」が高まると「行動」に移る可能性が高いが、それは対象行動が消
費者の意思の管理下 (under the consumer‟s volitional control) におかれるときに限られ
る。そこで Ajzen (1985) は、個人が完全には自分の行動を意志によって統制できないと
いう状態を考慮し、TRAの拡張モデルとしてTheory of Planned Behavior: TPBを報告し
ている (図表２－５) 。TPB は、TRA を構成する 4 つの変数を引き継いでおり、それら 4
つ関係においては TAM と等しい。TPB の発展箇所は、「行動意図」および「行動」に影
響を与える拡張的独立変数として、対象の「実行可能性評価  (Perceived behavioral 
control)26 」を想定している点である。つまり、対象がある行為を実行に移すことを妨げ
る障害の有無により、その行為を実行する意思および実際の行動が影響を受けるという現
象を包括している。より消費者の現実を捉えた理論的枠組みとして、TPB は研究対象の行
為によれば TRA よりも精緻に消費者の行動を説明できる場合がある。たとえば Kang, et 
al. (2006) は、特にクーポン利用のような目的志向型の行為は、それを説明するモデルに
「実行可能性評価」を加えることでいちじるしく説明力が向上すると指摘している。 
TRA および TPB は、特定のシチュエーションに対するより精緻な行動予測を実現する
目的で、多くの研究者によって様々な拡張的変数が加えられて応用されている。Conner 
and Armitage (1998) は Theory of Planned Behavior に関する諸研究についての編年史
的レビュー論文で、それらのモデルに頻繁に加えられる重要な拡張変数として 6つ、すな
                                                   
25 ある人を取り巻く社会環境が、行為を行うか否かに対してプレッシャーとして働く個人の規範的水準。
たとえば「周囲の人々がその行為の遂行を期待している」とき、行動意図が高まる。 
26 内的・外的な行動抑制要因を表し、行動意図、行動に直接影響する。 
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わち「顕著な信念 (belief salience) 」、「過去の行為、習慣 (past behavior/habit) 」、
「行為の実行可能性評価 (perceived behavioral control/self-efficacy) 」、「モラル (moral 
norms) 」、「自己観 (self-identity) 」、「感情的反応 (affective reaction) 」を挙げ、
対象行為の性質によってはそれらの変数が有効な場合があることを指摘している。しか
し一方で、次のようにも指摘している。 
 
これらの変数全てを TPB に組み込むと、非効率的なモデルになる場合がある。ある
研究者が、ひとつの研究にこの全ての変数を包括しようとはする可能性は低いだろう。
それよりも、研究の目的と対象とする行為の性質に従って、変数の異なる組み合わせ
で調査するであろう (Conner and Armitage, 1998) 。 
 
以上から、消費者行動モデルの応用について以下の 2 つのことがいえる。第一に、TRA
および TPB は、基本的な変数によって構成されるシンプルなモデルであり、広範な行動
に応用可能である。第二に、これらのモデルに拡張変数を仮定する場合は、研究対象と
する行為の性質を慎重に検討する必要がある。 
また Conner and Armitage (1998) の指摘は、拡張変数についてのみ当てはまるわけで
はない。つまり TRA および TPB において想定される基本的な変数も、行為の性質により
不適切である場合もある。たとえば、TPB を構成する「主観的規範」の役割については、
「幾分不明確であり、研究対象行動の社会的プレッシャーがほとんどない時には『主観的
規範』と『行動意図』の間に有意な関係がない場合がある (Perdarsen, 2005) 。」と指摘
されており、実際に「主観的規範」と「行動意図」に有意な関係性がないことが示された
研究もある (たとえば Dickinger and Kleijnen, 2008) 。 
 
〈３〉Technology Acceptance Model: TAM (技術採用モデル) 
 
TRA および TPB と同様に、広く応用されている行動予測モデルとして Technology 
Acceptance Model: TAM が挙げられる。TAM は、特に具体的な技術やサービスの採用行
動を説明するという目的に焦点をあてたモデルである (Davis, et al., 1989) 。これはある
技術やサービスに対して利用者が抱く 4 つ心理的変数、すなわち「知覚利便性 (perceived 
usefulness) 」、「知覚利用容易性 (perceived ease of use) 」、「利用への態度 (attitude 
toward using) 」、「利用意図 (behavioral intention to use) 」と 1 つ行動変数、すなわ
ち「実際の利用 (actual system use) 」を構成因子とし、それらの関係性から構築される
行動予測モデルである (図表２－６) 。 
技術革新ペースの加速に伴い、頻繁に新しい情報技術がマーケティング戦略に応用され
るようになった。新しい情報技術を駆使したマーケティングツールおよび戦略がマーケタ
ーに採用されるとき、それが消費者にどのような反応を伴って採用されるかを説明するこ
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とに TAM は適切であると考えられている。 
TAM は上記のように、具体的な消費者行動の説明をそもそもの目的として構築された
モデルである。そのため TAM が応用可能と考えられる消費者行動の幅に関しては、研究
者によって見解に相違が見られる。たとえば W. J. Doll, et al. (1998) は、TAM の構築目
的が組織における技術の採用行動の説明であることを踏まえながらも、TAM の構成因子
は広く一般的な行動に適応できると主張している。しかしその一方で、消費者行動に影響
する社会・人格に関する心理的要因を排除し、「情報システムが存在する状態によって、
疑いなく消費者行動が影響される」ということを過度に強調している (Lin, et al., 2010) 
という指摘もある。 
以上のTRA、TPBおよびTAMは、先述のクーポン研究 (たとえばShimp, et al., 1984; 
Bagozzi, et al., 1992; Fortin, 2000; Kang, et al., 2006; Dickinger and Kleijnen, 2008 ) 、
メディア研究 (たとえば Stone, et al., 2007) 、モバイルマーケティング研究 (たとえば
Tsang, et al., 2004; Perdarsen, 2005; Nysveen, et al., 2005; Bauer, et al., 2000; 
Dickinger and Kleijnen, 2008; Qi, et al., 2009) の分野において、消費者に期待する反応
が導かれる仕組みを解析するという目的で広く採用され、その有意性が示されている。 
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行為への
態度
主観的規範
実行可能性
評価
行動意図 行動
Theory of planned behavior
Ajzen,Icek(1991) “The Theory of Planned Behavior”
ORGANIZATIONAL BEHAVIOR AND HUMAN DECISION PROCESSES 50, p.182, Fig. 1
 
図表２－５ 
知覚利便性
知覚利用
容易性
利用のへ
態度
利用意図
Technology Acceptance Model
Davis, Fred D., Bagozzi, Richard P., Warshaw, Paul R. (1989) 
“User Acceptance Of Computer Technology; A Comparison Of Two” 
Management Science.Vol.35, 8 p.985 Fig. 2 より筆者作成
： 正の因果関係： 正の因果関係
： 負の因果関係
 
図表２－６ 
  
 
37 
第3章 仮説 
 
メディアの差異がクーポン利用行為に与える影響を分析する研究は、クーポンチャネル
の多様化により重要性が高まっているのに対して、あまり進んでいないことが確認された。 
本章ではこの問題に取り組むための具体的なアプローチを示し、第 4 章の調査へと繋げ
る。まず第 1 節で、利用のために用いられるメディアの違いから、クーポンを 3 つのグル
ープに分類する。第 2 節では、チャネルによる影響を分析する前段階として、消費者のク
ーポン利用意図を説明する変数間の関係で構成された仮説的モデルを提示する。具体的に
は先行研究によって有意性が示されたTPBおよびTAMを理論的背景とする 3つのモデル
を採用する。 
このモデルで仮定される変数間の関係が、クーポンチャネル、すなわちメディアの差異
の影響によってどのように異なるかを確認するための実証調査を、第 4 章で行う。 
 
第1節 メディアによるクーポンのカテゴリー化 
  
まずクーポン研究全般では、いかなるメディアがクーポンチャネルとして想定されてき
たのかを整理する。研究対象としたクーポンのメディアを具体的に示している論文による
と、それは新聞広告、雑誌広告 (Shimp and Kavas, 1984; Larochea, et al., 2003; Kang, et 
al., 2006 ) 、折り込み広告 (Bawa, et al., 1997 ;Swaminathan and Bawa, 2005) 、ダイ
レクトメール (Shimp and Kavas, 1984; Bawa, et al., 1997; Taylor, 2001; Swaminathan 
and Bawa, 2005; Kang, et al., 2006) 、インパッククーポン (Shimp and Kavas, 1984) 、
オンパッククーポン (Shimp and Kavas, 1984; Bawa, et al., 1997, Swaminathan and 
Bawa, 2005) 、店頭配布クーポン (Raghubir, 1998) 、FSI クーポン (Raghubir, 1998; 
Roehm and Roebhm, 2007) 、インターネットクーポン (Fortin, 2000; Kang, et al., 2006; 
Chiou, et al., 2008) 、モバイルクーポン (Dickinger and Kleijnen, 2008) である。 
 本論文ではこれらのクーポンを分類する軸として、クーポンの取得から償還行為までに
介在するメディアの差異を用いる。その結果、クーポンチャネルは次の３属性；紙媒体で
完結するクーポン (従来型クーポン) 、インターネット経由で紙媒体に印刷するクーポン 
(インターネットクーポン) 、モバイルに電子情報で保管されるクーポン (モバイルクーポ
ン) に分類できる。 
 
第2節 仮説的モデル 
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つぎに、消費者のクーポン利用意図がいかに駆動するかについて、いくつかの潜在変数
とその相関関係を仮定する。さらにこれを仮説的モデルとして図示し、そこで示される関
係が成り立つことを本論文の仮説とする。 
 第 2 章第 2節で確認したが、クーポンの利用研究ではさまざまな理論的枠組みを背景に、
すでに多くの因果モデルが提示されている。Fortin (2000) は、当時 2 つの実証研究  
(Shimp and Kavas, 1984; Bagozzi, et al., 1992) により有効性が確認されていたことを論
理的根拠として、クーポンの利用行為を説明することに適した理論的背景は TRA である
と主張した。そしてインターネットクーポンと新聞、雑誌、DM のクーポン利用行為を説
明する研究として、TRA の発展的理論である TPB を背景とする実証分析を行いその有効
性を確認している (Kang, et al., 2006) 。 
一方、Dickinger and Kleijnen (2008) はモバイルクーポンの利用行為を説明する理論的
背景として TAM を応用している。TAM で想定される心理的変数である「知覚利便性: 
perceived usefulness」を「経済的ベネフィッ: economic benefit」と、「利用容易性: ease of 
use」を「利用労力: redemption effort」と置き換えたモデルを提示し、実証研究によりそ
の有効性を確認している。この TAM は幅広いモバイルマーケティングの採用行為の分析
に応用されているが、TAM の起源が新技術に対する採用行為の分析である考慮すると、
もたらされる示唆は部分的である。なぜなら、プロダクトライフサイクル同様、市場浸透
から時間が経過するにつれマーケティングツールに対する消費者の反応も変化するから
である。特に日本においてモバイルは既に消費者に浸透しており、現在では際だって画期
的な技術としては採用されてはいないと推察される27。つまり消費者は、モバイルを他の
メディア (テレビ、インターネット、新聞など) と並列に日常で使いこなしており、現在
のモバイルマーケティングに対する消費者の反応はモバイルマーケティング導入期のそ
れとは異なっている場合がある。つまり、研究に応用する理論的背景はモバイルを取り巻
くマーケティング環境の変化を考慮する必要があり、「新しい技術の採用行為」の分析で
応用されることが一般的な TAM に過度に依存するモバイルマーケティング研究は、消費
者の行為を適切に分析できない可能性がある。つまりモバイルクーポン利用行為の説明に
対して TAM よりも TPB のほうが有効である可能性がある。 
  
 このように、TPB を背景として従来型クーポンとインターネットクーポンの利用行為が
説明されている一方、TAM を背景としてモバイルクーポン利用行為が説明されているこ
とを考慮し、本論文では 2 つの理論的枠組みに従う仮説的モデルをモバイルクーポン、イ
ンターネットクーポン、従来型クーポンそれぞれに対して検証する (2×3) 。以下に仮説と
して、TPB を理論的背景とするモデルおよび TAM を理論的背景とするモデルを示す。 
                                                   
27 近年普及が進んでいるスマートフォンについては、今後の研究課題とする。 
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モデル１
 
モデル 1:TPB に基づくクーポン利用意図形成モデル 
 
態度
主観的規
範
実行可能
性評価
行動意図
過去の利
用経験
態度
経済的
ベネ
フィット
利用
労力
行動
意図
： 正の因果関係
： 負の因果関係
モデル２
 
モデル 2:TAM に基づくクーポン利用意図形成モデル 
 
行動意図 (intention) 
 TPB、TAM の両モデルの中心となる因子であり、ある行為を遂行する意図の強弱を表
す。これは行動に影響を与える動機として機能し、一般的に「行動意図」が強ければ「行
動」が起こる可能性は高い (Ajzen, 1991) 。 
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態度 (attitude) 
 クーポンを利用する行為に対し、ある消費者が抱く態度のことであり、ポジティブ－ネ
ガティブという同一線上に示される。「態度」もまた、両モデルで想定される中心的変数
であり「行動意図」に対して正の因果関係があると推定される。 
 
主観的規範 (subjective norm) 
 ある消費者を取り巻く社会的環境における重要な人物 (significant peers) がクーポン利
用行為をいかように捉えられているかを表す (Mathieson, 1991) 。「態度」と同様にポジ
ティブ－ネガティブという同一線上に表される。TPBで想定される変数であり、「態度」
と同様、「意図」と正の因果関係があると推定される。 
いくつかの研究がこの主観的規範、すなわちクーポン利用に対する社会的影響 (social 
influence; subjective norm) が一般的なクーポンの利用と有意な関係があることを確認し
ている (Shimp and Kavas, 1984; Bagozzi, et al., 1992; Kang, et al., 2006) 一方、紙媒体
のクーポンと異なり、モバイルクーポンの利用意図は社会的影響との間に有意な関係が
ないとする研究結果もある (Dickinger and Kleijnen, 2008) 。Dickinger and Kleijnen 
(2008) はこの社会的影響の有意性の有無について、モバイルクーポンは紙媒体のクーポ
ンに比べ入手、利用行為が人目に触れにくく、その利用が自己の判断に頼る部分が大き
いとためであると指摘しているが、明確な根拠は明らかにされていない。 
  
実行可能性評価 (perceived behavioral control) 
 行動は、ある消費者の遂行する、しないという意思とは別の要因によって制限されるこ
とがある。つまり大部分の行為は、尐なくともある程度、遂行に求められる機会や財産と
いった非動機的要因 (たとえば時間、資材、能力、他者の協力: Ajzen, 1985 を参照) に依
存する。実際にある消費者がある行動を選択する際は、これら自身の行動に対して有する
コントロール性を考慮すると考えるのが一般的である。つまり消費者はその行動を遂行す
る意図に加え、求められる機会、資材を有することでその行為を選択するという段階に進
む (Ajzen,1991) 。この、「行動意図」、「行動」に影響を与える非動機的要因は「行為の実
行可能性評価」と定義されている。ある消費者が入手できる資材と機会は行動に至る可能
性をある程度決める (Ajzen, 1991) ことから、「実行可能性評価」が行為の実行に対して
影響することは自明である。「実行可能性評価」は TPB における重要な概念であり、クー
ポン利用行為の性質からモデルに組み込むことは極めて適切である (Fortin, 2000) 。「実
行可能性評価」と「行動意図」には正の因果関係が想定される。 
 
経済的ベネフィット (economic benefit) ／ 利用労力 (redemption effort) 
 一般的なTAMモデルにおいて「行動意図」は直接、間接的に3つの重要な構成因子、す
なわち「態度: attitude」、「知覚利便性: perceived usefulness」、「利用容易性: ease of use」
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によって影響を受ける  (Dickinger and Kleijnen, 2008) 。「知覚利便性 : perceived 
usefulness」、「利用容易性: ease of use」はTAMの中心的な因子であると認められている
一方、調査ではその調査環境に適応するようにそれらの変数を再構築する重要性が指摘さ
れている (Kleijnen, et al., 2007) 。そこでDickinger and Kleijnen (2008) はTAMをクー
ポン利用行為に応用する目的で、「知覚利便性: perceived usefulness」を「経済的ベネフ
ィット: economic benefit」と、「利用容易性: ease of use」を「利用労力: redemption effort」
と置き換えたモデルを提示し、実証研究によりその有効性を確認している。そこで本論文
では、Dickinger and Kleijnen (2008) の置換した概念を応用する。 
 この２つの変数がモデルにおいて果たす役割について、Dickinger and Kleijnen (2008)
のモデルによる分析では、それぞれ「態度」との間に、「経済的ベネフィット」が正の因
果関係を持ち、「利用労力」が負の因果関係を持つことが確認されている。さらに、「利用
労力」は「経済的ベネフィット」に対して負の因果関係を持つことが指摘されている。つ
まり、消費者があるクーポンの利用によって金銭的な利益が得られると強く感じるほど、
そのクーポンに対する態度は好意的になる。またクーポンを使う手間を強く感じるほどそ
のクーポンに対する態度および金銭的価値の評価は非好意的になると考えられる。 
 
過去の利用経験 
 Bagozzi, et al. (1992) は、拡張的 TPB を応用した実証的クーポン利用研究において、
クーポンの利用意図および利用行為に「過去の利用経験」が影響を与えることを確認して
おり、「クーポンを過去に使ったことのある人は一般的にクーポンを使うことにポジティ
ブな判断をする傾向があり、この傾向は異なるタイプのクーポンにも拡張する可能性が高
い」と主張している。また Fortin (2000) は「過去の利用経験」を「意図」に先行する因
子としてモデルに組み込むことによって、より優れた意図、行動の説明が可能である場合
があると指摘している。さらに Kang, et al. (2006) は Bagozzi, et al. (1992) に倣い、「過
去の利用経験」をクーポン利用意図モデルに組み込み、それが「行動意図」との関係にお
いて有意であることを確認している。そこで本論文でも「過去の利用経験」が「行動意図」
との間に正の因果関係があることを想定する 
 
ここで、各モデルの因果関係を図表３－１に仮説として整理する。H1 から H7 はモデ
ル 1 における変数間の関係について、H8 から H11 はモデル 1 における変数間の関係につ
いての仮説である。 
まず、モデル 1 で検証する 7 つの仮説を整理する。 
H1: 「態度」が好意的であるほど「行動意図」が強まる。 
H2: 「主観的規範」が好意的であるほど「行動意図」が強まる。 
H3: 「実行可能性評価」が高いほど「態度」が好意的になる。 
H4: 「過去の行為」でクーポン利用経験の多い消費者ほど「行動意図」が強まる。 
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モデル1 モデル2
H1 「態度」 正の因果関係 「行動意図」 H8 「経済的ベネフィット」 正の因果関係 「態度」
H2 「主観的規範」 正の因果関係 「行動意図」 H9 「利用労力」 負の因果関係 「態度」
H3 「実行可能性評価」正の因果関係 「行動意図」 H10 「利用労力」 負の因果関係 「経済的ベネフィット」
H4 「過去の行為」 正の因果関係 「行動意図」 H11 「態度」 正の因果関係 「行動意図」
H5 「態度」 正の相関関係 「主観的規範」
H6 「主観的規範」 正の相関関係 「実行可能性評価」
H7 「態度」 正の相関関係 「実行可能性評価」
仮説
図表３－１ 
H5: 「態度」と「主観的規範」の間には相関関係がある。 
H6: 「主観的規範」と「実行可能性評価」の間には相関関係がある。 
H7: 「態度」と「実行可能性評価」の間には相関関係がある。 
 
つぎにモデル 2 で検証する 3 つの仮説を整理する。 
H8: 「経済的ベネフィット」が強まると「態度」が好意的になる。 
H9: 「利用労力」を強く感じると「態度」が非好意的になる。 
H10: 「利用労力」を強く感じると「経済的ベネフィット」が弱まる。 
H11: 「態度」が好意的であるほど「行動意図」が強まる。 
 
 以上の仮説を検証するために、量的調査を行う。 
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第4章 調査と分析 
 
第1節 調査概要 
 
本調査の目的は、第 3 章第 2 節で提示した 2 つの仮説的モデルがクーポン利用意図の説
明に適切であるかを実証的に確認し、さらにメディアそれぞれで変数間の関係を比較する
ことである。 
本調査では、2 つの段階を踏んで目的を達成する。第一段階として、質問紙調査により
消費者のクーポン利用に対する意識をクーポンチャネルごとに集計し、そのデータから各
モデルに想定される変数を抽出する。具体的には、まずクーポンに対して利用者が抱く心
理的変数、すなわち TPB に基づく変数として「主観的規範」、「知覚行動統制」、「過去の
行為」および TAM に基づく変数として「利用労力」、「経済的ベネフィット」、さらにそれ
ら 2 つの枠組みで重複する変数として「行為への態度」、「利用意図」の計 7 つの因子が、
探索的因子分析によって抽出されることを確認する。つぎにそれぞれの変数に対して確認
的因子分析、確定的因子分析を行い、変数としての信頼性、妥当性を測る。つづいて第二
段階として、2 つの仮説的モデルの検証を行う。確認した変数でモデルに当てはめ、それ
ぞれの適合度を測定したうえで因果関係を検証する (本章第 2 節 Study1) 。最後に第三段
階として、Study1 の結果から、メディアごとに確認できるクーポンの特徴を考察する。
具体的には、同一モデルを用いた分析を行ったことで、変数間の因果関係をクーポンチャ
ネルで比較することが可能となる。言い換えれば各クーポンチャネルに対する消費者の反
応を理解することができ、本論文の目的が達成する (本章第 2 節 Study2) 。 
 本論文は海外研究を理論的背景とする実証研究であるため、調査方法や質問紙のデザイ
ンを日本で実施しても差し支えのないように適応させる必要がある。そのため、この調査
の実施に先立ち、調査体系の確認: manipulation check のためにプレテストを行なった。
それを通じて、質問票のワーディングや調査方法の改善点について再考し、本調査に臨ん
だ。 
 
〈１〉質問票調査 
 
質問票は 4 つのパートで構成されている。具体的には、1. 回答者の過去のクーポン利用
経験についての質問 (問 2 a-b) 、2. シナリオを読んだ上での、そこに登場するクーポン
についての質問 (問 3a-e、問 4a-1) 、3. クーポンの利用についての回答者の社会環境的
要因についての質問(問 5a-d)、4. 回答者のデモグラフィックス的質問 (問 1、6、7、8) で
ある。 
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本調査では次の理由から飲食サービス業のクーポンプロモーションを調査するカテゴ
リーとした。第一に日本における実際のクーポン利用機会を考慮し、実際の利用状況に
近い調査として妥当なカテゴリーを選択することでリアリティを高めるためである。第 1
章第 2 節で引用した調査によると、日本の消費者が一般的にクーポンを使用する機会は外
食時である。第二に、調査対象とした大学生は若い年齢層であり、スムーズに質問に回答
できるように馴染みがあると考えられるカテゴリーを選んだためである。 
 
〈２〉シナリオ 
 
メディアの効果を孤立させるためには、そのコンテンツをメディア間で統制しなけれ
ばならない。そこで、結果の解釈の混同を避けるために研究者は実験的統制を行う必要
がある (Nysveen et al., 2005) 。本調査ではクーポンチャネルの差異の効果を孤立させる
ため、その他の要因が回答に影響することを回避する必要がある。回答者によって、それ
ぞれのチャネルに対して異なる使用状況や対象サービスが想起されたままに調査を行う
ことは、チャネルの差異以外の影響要因が大きなノイズとして利用意図に介入することを
許し、それは本論文の主旨から乖離する。本調査では「態度」、「主観的規範」、「実行可能
性評価」、「経済的ベネフィット」、「利用労力」を各メディアに対して並列的に測定するた
めに、回答者はクーポンを利用する状況について一定の場面を仮定した上で質問に答える
ようにアンケートを設計した。具体的には、シナリオの設定によって、回答を一定の場面
に対するものに限定する。そこでシナリオについては、チャネルの差異以外の要素につい
て、現実的にありうる状況と矛盾しない限り、等しく設定する。具体的に本調査では、各
クーポンの対象サービスと利用で得る金銭的利益、クーポンの取得場面について統制を行
っている。各クーポンのアンケート回答者は次の状況を想定して回答した。 
 
あなたは自宅にいて、その日友人とランチを食べに行くお店を決めました (食事にか 
かる代金は１人 1000 円程度) 。お店を決めた後、そこでの食事の代金について各人 20 
0 円の割引を受けられるクーポン (のチラシが家にあった／PC サイトから印刷できる 
／モバイルサイトからダウンロードできる) ことを思い出しました。 
 
〈３〉スケール 
 
 本調査で用いたアンケート項目は、性別や年齢、仮説的モデルに関連しないその他の項
目を除いて、すべて先行研究で有効性が実証されているものを参考にして設計した。「利
用意図」については Dickinger and Kleijnen (2008) より 3 項目、「態度」については Shimp 
and Kavas (1984)より４項目、「主観的規範」については Shimp and Kavas (1984)より 4
項目、Bagozzi,et al. (1992) より 1 項目、「実行可能性評価」については Kang, et al (2006)
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より 5 項目 、「経済的ベネフィット」および「利用労力」については Dickinger and Kleijnen  
(2008) よりそれぞれ 3 項目ずつ、「過去の行為」については Bagozzi,et al. (1992) より 2
項目28を引用している。「過去の行為」に対する「過去一ヶ月間に使ったクーポンの枚数」
以外の質問項目についてはすべて 7 ポイントのリッカート尺度による質問である。これら
の質問を回答者が違和感なく理解できるように、すべて日本語に翻訳して質問票とした。 
 
〈４〉プレテスト 
 
 ２つの仮説的モデルに直接関連する 29 項目に加え、回答者の性質を統計的に把握する
ための４つの質問項目を加えた 33 項目の質問票を用いて、首都圏の大学生 83 名 (男性 52
名／女性 31 名) を対象にプレテストを行なった。サンプル規模の都合からモバイルクー
ポンについての調査票のみを用いて実施し、その結果から質問票のワーディングや調査方
法全体を見直した。 
 この反省を活かし、最終的に「利用意図」3 項目、「行為への態度」5 項目、「主観的規
範」4 項目、「実行可能性評価」4 項目 、「経済的ベネフィット」3 項目、「利用労力」2 項
目、「過去の行為」6(2×3)項目、モデルに直接関連しない統計的情報把握のための 4 項目
の、計 31 項目からなる調査票を、モデル実証のための本調査に用いた。 
 
第2節 調査結果の分析と仮説の検証 
 
 本調査は 2011 年 5 月 9 日から 5 月 18 日の 9 日間に実施した。回答者は 18 歳から 31
歳の首都圏の大学生 854 名 (男性 472 名／女性 380 名／不明 2 名) である。 
 まず、回答者の特性を理解するために、彼らが利用したことのあるクーポン入手経路を
複数回答形式で尋ねた。図表４－１はそれをまとめたものである。 
 モバイルマーケティングの主たるターゲットが若年齢層であることと一致し、本調査対
象の首都圏の大学生は携帯インターネット接続を通じクーポンを入手した経験が多く、全
体の約 4 分の 3 に入手経験があった。次いで多いのが比較的古くから存在する「チラシ・
ダイレクトメール」で全体の約 57％、「PC インターネット」から入手するクーポンは全
体の 3 割強に入手経験があることがわかった。 
 つぎに、図表４－２は本調査対象の過去 1 ヶ月間のクーポン利用状況を示している。こ
こから本調査対象は日常でのクーポン利用傾向に偏りがあることがわかった。モバイルク
ーポンは比較的頻繁に利用されている一方で、インターネットクーポンの利用は著しく低
                                                   
28
 「過去の行為」については、ある媒体のクーポン利用経験が他の媒体のクーポン利用に影響を与える可能性
を考慮し、すべての回答者に３属性(従来型／インターネット／モバイル)についての利用経験を２項目ずつ質
問した(２×３＝６項目) 
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い。クーポン利用の履歴に適度な分散が存在しないため、各サンプルをその頻度から順位
付けすることは本調査の性質上不適切であると考えられる。そこで想定した変数のひとつ
である「過去の利用経験」は本論文では除外し、H4 の検証は行わないこととした。 
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図表４－２ 
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Study1:尺度の信頼性とモデルの検証 
 
 つぎに、測定した変数の信頼性と具体的なモデルの検証に移る。 
 
〈１〉信頼性の確認 
 尺度と変数の信頼性を確認するために、探索的因子分析、確認的因子分析を行った。探
索的因子分析には PASW Statistics 18 を、確認的因子分析には Amos 18 をそれぞれ用い
た。 
 まず調査票で測定した 27 項目に対して最尤法による探索的因子分析を 2（モデル 1、モ
デル 2）×4 (全体＋3 メディア) に対して行った。その結果、TAM を前提とするインター
ネットクーポン以外のすべてのケースで、質問項目は期待した個別の変数として収斂し、
またいずれの 因子負荷量も基準とする 0.6 を上回り、統計的にあてはまりがよいと推察
される (Hair, et al.,2006) 。TAM を前提とするインターネットクーポンでは「態度」と
「経済的ベネフィット」が同一の因子に収斂したが、各信頼係数を測定したところ十分な
値が得られたため、両概念の類似性によるものと推測し分析を続けた。 
つぎに Amos 18 を用いて確認的因子分析を行った。その結果、探索的因子分析の結果
でも因子負荷量が相対的に低かったいくつかの項目を因果モデルの分析から除外した。そ
の上で最終的な確定的因子分析を行った。 
 確定的因子分析および共分散構造分析では算出手法の異なる複数の基準からモデルの
適合度を判断する。χ2 値は大規模サンプルによる分析ではあまり意味をなさない(Hair, et 
al., 2006)ため、本論文では Bagozzi and Yi  (1988) が推奨する CFI、TLI、RMSEA を
基準としてモデルのあてはまりを確認する (図表４－３) 。 
クーポン全体のモデルのあてはまりについてはモデル 1 が CFI=0.989、TLI=0985、
RMSEA=0.047、モデル 2 が CFI=0.994、TLI=0.991、RMSEA=0.039 であった。モバイ
ルクーポンについてはモデル 1 が CFI=0.989、TLI=0985、RMSEA=0.046、モデル 2 が
CFI=0.989、TLI=0.985、RMSEA=0.051 であった。インターネットクーポンではモデル
1 が CFI=0.986、TLI=0981、RMSEA=0.054、モデル 2 が CFI=0.986、TLI=0.981、
RMSEA=0.034 であった。従来型クーポンではモデル 1 が CFI=0.968、TLI=0956、
RMSEA=0.076、モデル 2 が CFI=0.976、TLI=0.962、RMSEA=0.078 であった。ここで
算出したいずれの数値も基準を上回っており、モデルとしての当てはまりはよいと判断で
きる。 
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確定的因子分析
※小数点以下第４位を四捨五入して計算
全体 モバイル PC 従来型
モデル１
（TPB）
モデル2
（TAM）
モデル１
（TPB）
モデル2
（TAM）
モデル１
（TPB）
モデル2
（TAM）
モデル１
（TPB）
モデル2
（TAM）
χ 二乗値 139.086 66.07 76.03 50.361 89.8 38.985 125.04 78.159
CFI 0.989 0.994 0.989 0.989 0.986 0.996 0.968 0.976
TLI 0.985 0.991 0.985 0.982 0.981 0.994 0.956 0.962
RMSEA 0.047 0.039 0.046 0.051 0.054 0.034 0.076 0.078
 
図表４－３ 
全体（854名） モバイル（280名） PC（296名） 従来型（278名）
α CR AVE α CR AVE α CR AVE α CR AVE
int 0.97 1.00 0.91 0.96 0.99 0.89 0.97 0.99 0.92 0.96 0.99 0.88
atti 0.87 0.99 0.70 0.83 0.98 0.65 0.89 0.99 0.73 0.86 0.98 0.69
sn 0.84 0.99 0.65 0.88 0.99 0.72 0.83 0.98 0.63 0.82 0.98 0.62
pbc 0.90 0.99 0.76 0.92 0.99 0.79 0.89 0.99 0.76 0.87 0.99 0.71
全体（854名） モバイル（280名） PC（296名） 従来型（278名）
α CR AVE α CR AVE α CR AVE α CR AVE
int 0.97 1.00 0.91 0.96 0.99 0.89 0.97 0.99 0.92 0.96 0.99 0.88
atti 0.87 0.86 0.70 0.83 0.98 0.65 0.89 0.99 0.73 0.86 0.98 0.69
eb 0.80 0.99 0.69 0.81 0.97 0.69 0.80 0.98 0.70 0.78 0.97 0.69
re 0.85 0.98 0.81 0.83 0.93 1.03 0.85 0.96 0.79 0.88 0.97 0.82
Theory of Planned Behavior
Technology Acceptance Model
※int:意図、atti:態度、sn:主観的規範、pbc:実行可能性評価、eb:経済的ベネフィット、re:利用労力
 
図表４－４(小数点第 3 位を四捨五入) 
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さらに、モデルが想定する各変数の信頼性と妥当性を策定する尺度としてクロンバック
α、確定的因子分析の因子得点から CR (Construct Reliability) および AVE (Average 
Variance Extracted) を算出した (図表４－４) 。いずれの値も基準を満たしており (Hair, 
et al., 2006) 、本調査で扱われる変数の妥当性が統計的に確認された。この結果を踏まえ、
仮説的モデルの検証を行う。 
 
〈２〉共分散構造分析 
 確定的因子分析で確認された変数をもとに、仮説的モデルを分析した。 
 まずモデル 1 (図表４－５) から考察する。メディアの差異を考慮しない全体的クーポン
利用意図については、因果モデルの仮説的関係すなわち H4 を除く H1 から H7 はすべて
指示された。続いて、メディアごとの分析結果を整理する。仮説がすべて支持されたのは
モバイルクーポンにおいてのみであった。インターネットクーポンでは H2 は棄却、また
従来型クーポンでは H2、H3 が棄却された。 
つぎにモデル 2 (図表４－６) を考察する。メディアの差異を無視した全体的クーポン利
用意図については、因果モデルの仮説的関係、すなわち H8 から H11 が支持された。続い
て、メディアごとの分析結果を整理する。仮説がすべて支持されたのは従来型クーポンに
おいてのみであった。モバイルクーポンおよびインターネットクーポンでは H10 が棄却
された。 
 図表４－７は仮説の支持、棄却をまとめたものである。 
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モデル1
全体 モバイル PC 従来型
H1 「態度」 正の因果関係 「行動意図」 ○ ○ ○ ○
H2 「主観的規範」 正の因果関係 「行動意図」 ○ ○ × ×
H3 「実行可能性評価」 正の因果関係 「行動意図」 ○ ○ ○ ×
H4 「過去の行為」 正の因果関係 「行動意図」 検証せず
H5 「態度」 正の相関関係 「主観的規範」 ○ ○ ○ ○
H6 「主観的規範」 正の相関関係 「実行可能性評価」 ○ ○ ○ ○
H7 「態度」 正の相関関係 「実行可能性評価」 ○ ○ ○ ○
モデル2
H8 「経済的ベネフィット」 正の因果関係 「態度」 ○ ○ ○ ○
H9 「利用労力」 負の因果関係 「態度」 ○ ○ ○ ○
H10 「利用労力」 負の因果関係 「経済的ベネフィット」 ○ × × ○
H11 「態度」 正の因果関係 「行動意図」 ○ ○ ○ ○
仮説の結果
図表４－７(○は支持、×は棄却を表す) 
 
Study2: メディアの比較 
 
〈１〉 モバイルクーポン 
  
モデル 1: TPB 
 
全体的に支持された。H1、H2、H3 はそれぞれ「態度」、「主観的規範」、「実行可能性評
価」と「行動意図」の直接的関係を明らかにするものであった。H1 (「態度」が好意的で
あるほど「行動意図」が強まる) の係数の値は 0.412 を、H2 (「主観的規範」が好意的で
あるほど「行動意図」が強まる) の係数の値は 0.202 をそれぞれ示しており、共に 1%水
準で有意、また H3 (「実行可能性評価」が高いほど「態度」が好意的になる) の係数の値
は 0.12 を示しており、5%水準で有意な関係が確認された。 
H5、H6、H7 はそれぞれ「態度」と「主観的規範」、「主観的規範」と「実行可能性評価」、
「態度」と「実行可能性評価」の相関関係を明らかにするものであった。H5 (「態度」と
「主観的規範」の間には相関関係がある) の係数の値は 0.352 を、H6 (「主観的規範」と
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「実行可能性評価」の間には相関関係がある) の係数の値は 0.354 を、H7 (「態度」と「実
行可能性評価」の間には相関関係がある) の係数の値は 0.264 をそれぞれ示しており、す
べて 1%水準で有意な関係が確認された。したがって H4 を除く H1 から H7 はすべて支持
された。 
 
モデル 2: TAM 
 
 部分的に支持されている。H8、H9 はそれぞれ「経済的ベネフィット」、「利用労力」
と「態度」との直接的な関係を明らかにするものであった。H8 (「経済的ベネフィット」
が強まると「態度」が好意的になる) の係数の値は 0.548 を、H9 (「利用労力」を強く感
じると「態度」が非好意的になる) の係数の値は-0.24 をそれぞれ示しており、共に 1%水
準で有意な関係が確認された。 
一方、H10 (「利用労力」を強く感じると「経済的ベネフィット」が弱まる) の係数の値
は 0 を示しており、10％水準でも有意な関係は確認されなかった。 
H11 (「態度」が好意的であるほど「行動意図」が強まる) の係数の値は 0.583 を示して
おり、1%水準で有意な関係が確認された。したがって H8、H9、H11 は支持され、H10
は棄却された。 
 
〈２〉 インターネットクーポン 
  
モデル 1: TPB 
部分的に支持されている。H1、H2、H3 はそれぞれ「態度」、「主観的規範」、「実行可能
性評価」と「行動意図」の直接的関係を明らかにするものであった。H1 (「態度」が好意
的であるほど「行動意図」が強まる) の係数の値 0.492 は 1%水準で有意な関係が確認さ
れたが、H2(「主観的規範」が好意的であるほど「行動意図」が強まる)の係数の値 0.041
は 10%水準でも有意な関係が確認されなかった。H3 (「実行可能性評価」が高いほど「態
度」が好意的になる) の係数の値 0.168 は 1%水準で有意な関係が確認された。 
H5、H6、H7 はそれぞれ「態度」と「主観的規範」、「主観的規範」と「実行可能性評価」、
「態度」と「実行可能性評価」の相関関係を明らかにするものであった。H5  (「態度」
と「主観的規範」の間には相関関係がある) の係数の値 0.746、H6 (「主観的規範」と「実
行可能性評価」の間には相関関係がある) の係数の値 0.511、H7 (「態度」と「実行可能
性評価」の間には相関関係がある) の係数の値 0.39 は 1%水準で有意な関係が確認された。
したがって H4 を除く H1、H3、H4、H5、H6、H7 は支持され、H2 は棄却された。 
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モデル 2: TAM 
 
 部分的に支持されている。H8、H9 はそれぞれ「経済的ベネフィット」、「利用労力」
と「態度」との直接的な関係を明らかにするものであった。H8 (「経済的ベネフィット」
が強まると「態度」が好意的になる) の係数の値は 0.684 を、H9 (「利用労力」を強く感
じると「態度」が非好意的になる) の係数の値は-0.18 をそれぞれ示しており、共に 1%水
準で有意な関係が確認された。 
一方、H10 (「利用労力」を強く感じると「経済的ベネフィット」が弱まる) の係数の値
は-0.06 を示しており、10％水準でも有意な関係は確認されなかった。 
H11 (「態度」が好意的であるほど「行動意図」が強まる) の係数の値は 0.578 を示して
おり、1%水準で有意な関係が確認された。したがって H8、H9、H11 は支持され、H10
は棄却された。 
 
〈３〉 従来型クーポン 
  
モデル 1: TPB  
 
部分的に支持されている。H1、H2、H3 はそれぞれ「態度」、「主観的規範」、「実行可能
性評価」と「行動意図」の直接的関係を明らかにするものであった。H1 (「態度」が好意
的であるほど「行動意図」が強まる) の係数の値 0.468 は 1%水準で有意な関係が確認さ
れたが、H2 (「主観的規範」が好意的であるほど「行動意図」が強まる) の係数の値 0.155、
H3 (「実行可能性評価」が高いほど「態度」が好意的になる)の係数の値 0.072 は 10%水
準でも有意な関係が確認されなかった。 
H5、H6、H7 はそれぞれ「態度」と「主観的規範」、「主観的規範」と「実行可能性評価」、
「態度」と「実行可能性評価」の相関関係を明らかにするものであった。H5 (「態度」と
「主観的規範」の間には相関関係がある) の係数の値 0.562、H6 (「主観的規範」と「実
行可能性評価」の間には相関関係がある) の係数の値 0.517、H7 (「態度」と「実行可能
性評価」の間には相関関係がある) の係数の値 0.397 は 1%水準で有意な関係が確認され
た。したがって H4 を除く H1、H5、H6、H7 は支持され、H2、H3 は棄却された。 
 
モデル 2: TAM 
 
 全体的に支持された。H8、H9 はそれぞれ「経済的ベネフィット」、「利用労力」と「態
度」との直接的な関係を明らかにするものであった。H8 (「経済的ベネフィット」が強ま
ると「態度」が好意的になる) の係数の値は 0.504 を、H9 (「利用労力」を強く感じると
「態度」が非好意的になる) の係数の値は-0.21 をそれぞれ示しており、共に 1%水準で有
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意な関係が確認された。 
また H10 (「利用労力」を強く感じると「経済的ベネフィット」が弱まる) の係数の値
は-0.27 を示しており、1％水準で有意な関係が確認された。 
H11 (「態度」が好意的であるほど「行動意図」が強まる) の係数の値は 0.611 を示して
おり、1%水準で有意な関係が確認された。したがって H8 から H10 はすべて支持された。 
 
 以上の分析結果を以下にまとめる。メディアを考慮しないクーポン利用意図は TPB、
TAM のどちらの理論的枠組みにしたがった説明も可能であったが、メディア別に分析す
ることで異なる結果が見られる。TPB に関しては、モバイルクーポンの分析で「主観的規
範」および「実行可能性評価」と「行動意図」の間の直接的因果関係が示された一方、イ
ンターネットクーポンの分析では「主観的規範」と「行動意図」の因果関係が、従来型ク
ーポンの分析ではどちらの因果関係も確認されなかった。TAM に関しては、従来型クー
ポンの分析では「利用労力」と「経済的ベネフィット」の間の負の因果関係が示された一
方、モバイルクーポンおよびインターネットクーポンの分析では確認されなかった。 
 特にインターネットクーポンに関しては、どちらの理論的枠組みにおいても部分的な説
明に留まっている。これは図表４－２でも示されているように、本調査対象が特にインタ
ーネットクーポンの利用経験に乏しかったことが影響していると推察される。 
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第5章 結論と展望 
 
第1節 本論文のまとめ 
 
本論文の目的は、クーポン配布メディアの差異が消費者の利用意図の形成にどのような
影響を与えるのかを明らかにすることであった。第 1 章では、日本のマーケティング環境
でクーポンに関連する部分を、その変化と現状の整理から考察し、問題意識を示した。日
本ではクーポンの導入が比較的最近である一方、情報技術の発展によりさまざまな手法に
よるクーポンキャンペーンが実施されている。具体的には新聞広告や新聞折り込み広告に
よる従来型クーポン、インターネットサイトから印刷し、店舗で償還するインターネット
クーポンおよびモバイル端末でデジタル情報としてダウンロードし、提示して償還するモ
バイルクーポンなどであった。一方で、マーケターがこれらのクーポン配布メディアを選
択する根拠は具体的に示されておらず、単純に技術発展主導で展開されてきた傾向が強い。 
 効率的なクーポンプロモーションを展開するためにマーケターに求められるのは、配布
メディアの選択に対して消費者の反応がどのような仕組みで生まれ、消費者にどのような
影響を与えるのかということを包括的に把握することである。単にクーポンの割引率や対
象製品の選択を基準にとしてクーポンキャンペーンを評価したのでは、クーポン配布メデ
ィアとして使用するメディアの選択を誤る危険が残される。したがって本論文では、「消
費者のクーポン利用意図はいかなる仕組みで導かれるのか」、さらに「配布メディアの差
異によって、それらの仕組みはどう影響されるのか」という問題意識を持って議論を進め
ることにした。 
 第 2 章では、問題意識に関連した研究分野として、クーポン、メディアの差異、モバイ
ルマーケティングに焦点をあて先行研究を整理し、本論文の立場を示した。またそれらの
研究分野で広く応用される消費者行動理論を明らかにした。  
第一にクーポンに関しては、まず研究の対象としているクーポンの要素を整理した。そ
こで「配布メディア」を変数として分析を行う研究は尐ないことがわかった。また調査の
全体的デザインと理論的枠組みに着目してこれまでの研究をレビューし、Theory of 
Reasoned Action をベースにそれを拡張する形で研究が進んでいることを確認した。 
第二にメディアの差異が与える影響については、対象メディアと測定する反応に着目し
て先行研究をレビューした。近年はインターネット、モバイルと従来から存在するメディ
アを研究の対象とし、それらの単独、複合利用が消費者の反応に与える影響を明らかする
研究が多かった。測定する反応は「広告への態度」、「製品への態度」など、広義に「広告
効果」として議論される概念に着目している研究が多く、広告を「クーポンの配布メディ
ア」として捉える研究が尐ないことを確認した。 
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第三にモバイルマーケティングの先行研究のレビューでは、モバイルクーポンがモバイ
ルマーケティングの一分野として研究されていることを確認し、それ以前のクーポン形態
とは区別されて研究される傾向にあること、またモバイルクーポン研究の理論的背景とし
て Technology Acceptance Model の有意性が示されていることを確認した。 
第 3 章では、第 2 章の先行研究の成果を受けて、①クーポン利用行為について、Theory 
of Planned Behavior をベースとして「態度→行動意図」、「主観的規範→行動意図」、「実
行可能性評価→行動意図」、「過去の行為→行動意図」という消費者の情報処理構造が成り
立つ、②クーポン利用行為について、Technology Acceptance Model をベースとして「経
済的ベネフィット→態度」、「利用労力→態度」「利用労力→経済的ベネフィット」、「態度
→行動意図」という消費者の情報処理構造が成り立つという、大きく 2 つの研究仮説を設
定し、それらの関係から構成される 2 つの因果モデルを提示した。モデル 1 は 5 つの潜在
変数から構成され、「行動意図」が他の変数から影響を受ける仮説を４つ、「態度」、「主観
的規範」、「過去の行為」が「行動意図」に与える影響の仮説を 1 つ、「実行可能性評価」
の相関関係の仮説を 3 つ、合計 8 つの調査仮説を組み込んだ。モデル 2 は「態度」が他の
変数から影響を受ける仮説を 2 つ、「利用労力」と「経済的ベネフィット」の間の負の因
果関係の仮説を１つ、「態度」が「行動意図」に与える影響の仮説を１つ、合計 4 つの仮
説を組み込んだ。 
第 4 章では、具体的な調査の方法と分析結果について述べた。学生約 80 名を対象とし
たプレテストを経たのち、シナリオによるクーポン使用場面の統制を図った 3 種類のアン
ケートを使用して、約 850 名の学生を対象に調査を行った。調査対象の性質から「過去の
行為」を分析から除外し、「過去の行為」が「行動意図」に与える影響の検証は本論文で
行わないことにした。そして、仮説の変数の妥当性を確認するための探索的因子分析、確
認的因子分析を行ったのち、共分散構造分析によって仮説を検証したところ、第 3 章で設
定した仮説から「過去の行為」が「行動意図」に与える影響の仮説を除いた合計 11 の仮
説は、クーポン全般ではすべて支持される一方、クーポンの配布メディアにより支持され
る割合が異なることがわかった。 
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第2節 インプリケーション 
 
 本論文の結果は、クーポン配布メディアが消費者行動に与える一側面を示したといえる。
つまりクーポン配布メディアにより、クーポン利用意図を導く消費者の情報処理構造が異
なるということを確認した。 
 本論文の理論的なインプリケーションは、大きく分けて２つある。第一に、配布メディ
アを考慮しないクーポン全般の利用行動が Theory of Planned Behavior および
Technology Acceptance Model に基づく因果モデルによって説明できることを示した点で
ある。具体的には、Kang, et al. (2006) が従来型クーポンおよびインターネットクーポン
の利用行動について示した「態度→行動意図」、「主観的規範→行動意図」、「実行可能性評
価→行動意図」という構造モデル、さらに Dickinger and Kleijnen (2008) が (SMS によ
る) モバイルクーポンの利用行動について示した「経済的ベネフィット→態度」、「利用労
力→態度」「利用労力→経済的ベネフィット」、「態度→行動意図」という構造モデルを改
めて検討した。その結果本論文では、クーポンに対する消費者の情報処理過程において、
クーポン全般においては両構造モデルが成立することが確認された。 
 第二に、クーポン配布メディアによって、消費者の情報処理構造が異なることを確認し
た点である。まずモバイルクーポンおよびインターネットクーポンについては、利用労力
と経済的ベネフィットの間の負の因果関係が確認されなかったが、従来型クーポンでは確
認された。また主観的規範と行動意図の間の直接的な因果関係はインターネットクーポン
および従来型クーポンでは確認されなかったが、モバイルクーポンでは確認された。さら
に従来型クーポンについては、実行可能性評価と行動意図の間の直接的な因果関係も確認
されなかった。 
 これまでクーポン配布メディアがクーポン利用行為に与える効果を明らかにする研究
は尐なかったが、本論文で行った同一の理論的背景のもとに構築した因果モデルの検証か
ら、クーポン配布メディアの差異と情報処理構造の関係が部分的に明らかになった。本論
文の分析結果は、クーポン利用行為を分析する際には対象となるクーポンの配布メディア
を考慮して因果モデルを構築する必要があることを示唆するものである。 
つぎに、実務的なインプリケーションについて考える。 
第一に、共通の理論的枠組みを応用する分析により、クーポン配布メディアの差異は利
用行為に対して影響することを示した点が挙げられる。利用で受ける金銭的便益が同一の
クーポンであっても、どのメディアから取得するのかという違いによって消費者の反応が
異なることが明らかになり、これは実務としてクーポンプロモーションを展開する際、消
費者の特性 (Bawa, et al., 1997; Swaminathan and Bawa, 2005) 、額面の割引率 (Bawa, 
et al., 1997)、対象となる製品属性 (Swaminathan and Bawa, 2005) のほかに、メディア
の選択がクーポン利用管理に対して影響することを意味する。 
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 第二に、消費者の視点からクーポン配布メディアの特徴を部分的に明らかにした点が挙
げられる。本論文の分析により、クーポン配布メディアとクーポン利用行動の関係が部分
的に明らかになり、これはクーポンキャンペーンを管理する目的で有効であると推察され
る。具体的に、分析から明らかになった消費者のクーポン利用意図形成に関するクーポン
配布メディアの特徴を整理する。 
まず、携帯電話をメディアとするモバイルクーポンについては、クーポンに対する経済
的ベネフィットの評価と利用労力が態度に影響することが確認された。また①ある消費者
がクーポンの利用をよいことであると考えるか、②ある消費者の身近な社会的環境でクー
ポン利用が好意的に受け入れられているか、③ある消費者がクーポンの取得をどれほど難
しいと考えているか、の３つは直接的にクーポン利用意図に影響することが確認された。
つまりモバイルクーポンの利用管理の有効なアプローチとして、消費者のお得感や手間感
に介入することで態度を高めるほかに、対象が属する社会的集団のクーポンに対する考え
や対象のクーポン取得難易度に対する考えを刺激することが選択肢となることがわかっ
た。 
一方、PC インターネットをメディアとするインターネットクーポンについては、②あ
る消費者の身近な社会的環境でクーポン利用が好意的に受け入れられているか否かは、直
接的にはクーポン利用意図に影響しないことが確認されている。つまりモバイルクーポン
とは異なり、対象が属する社会的集団のクーポンに対する考えを好意的にするマーケティ
ング努力は、直接クーポンの利用を促進しないことがわかる。 
また、印刷物をメディアとする従来型クーポンでは利用労力がクーポンに対する経済的
ベネフィットの評価に影響することが確認された。つまり消費者が「クーポン利用は手間
ではない」と感じると、そのクーポンに対する態度のほかに経済的便益の評価も好意的に
なることが確認された。さらに、②ある消費者の身近な社会的環境でクーポン利用が好意
的に受け入れられているか否か、③クーポンの取得をどれほど難しいと考えているは、直
接的にはクーポン利用意図に影響しないことがわかり、消費者のお得感や手間感に介入す
ることなどで好意的態度を積極的に促進することが利用管理の有効なアプローチと考え
られる。 
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第3節 限界と今後の課題 
 
 第一に、調査サンプルの問題が挙げられる。まず、本論文で行った調査は首都圏の大学
に通う大学生に限られていた。より一般性の高い結果を示すには、一般消費者を含めた調
査が妥当であると推察される。また、サンプルのクーポン利用経験に偏りがあった。本論
文の目的から、調査ではサンプル数を同程度に三分割する必要があり、それを優先させた
結果、クーポンの利用経験からサンプルを分類することができなかった。そのためインタ
ーネットクーポンや従来型クーポンの利用経験に偏りが生じ、スケールとして扱うには不
適切であると判断した。今後の研究では、各メディアのクーポン利用経験者を調査対象に、
サンプル数が同程度になるような調査を行うことが求められる。そうすることで本調査で
は見送ったクーポンの利用経験と利用行動の関係が検証できると考えられる。 
 第二に、調査のデザインが挙げられる。まず、本論文の調査はリアリティを高めるため
にクーポン使用場面をシナリオで「飲食サービスの利用時」に限定し、クーポンの割引価
格も固定して利用意図を回答させるものであった。今後の研究ではクーポンの使用場面、
対象製品カテゴリー／ブランド、割引率、さらにサンプルの製品知識や購入経験、ブラン
ドロイヤルティなどの変数を分析に組み込むことが期待される。そうすることで、それら
の影響範囲をメディアごとに検証し、具体的なクーポンプロモーションに対して有意義な
示唆が得られると考えられる。また、本論文はアンケート調査から確認される潜在変数を
分析するものであり、行動変数として実際のクーポン利用行動を測ることまでは行ってい
ない。今後の研究ではより長期的な調査計画を前提に、サンプルの実際のクーポン利用行
動を測定する必要があるだろう。さらに、調査の信頼性を確保するために海外文献を参考
に質問を作成した点も限界の一つとして考えられる。プレテストにより調査の信頼性は向
上しているが、英語の質問を翻訳する段階が介在している以上、先行研究と完全に同じ調
査を実施したとはいえない。 
 第三に、より詳細なクーポン配布メディアの分類が期待される。本論文はクーポンメデ
ィアの影響を分析する初期段階として、クーポンプロモーションのハード面、すなわち物
理的媒体に着目し大きく３つの分類を行った。しかし実際には、あるメディアで展開され
るクーポンについてもその形態からいくつかに分類でき、このようなクーポンプロモーシ
ョンのソフト面に対しても個別に検証する必要があると考える。たとえばハードとしては
携帯電話であるモバイルクーポンのソフト面に着目すると、その種類によって携帯電話イ
ンターネット、メールマガジン、QR コードの読み取りといった分類ができる。ハードと
しては PC インターネットであるインターネットクーポンのソフト面に着目すると、その
種類によってクーポンサイト、企業サイト、インターネットダイレクトメールといった分
類ができる。ハードとしては紙媒体である従来型クーポンのソフト面に着目すると、その
種類によって新聞広告、雑誌広告、新聞折り込み広告、店頭・レジで配布されるチラシ、
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街頭で配布されるチラシ、ダイレクトメールといった分類ができる。今後の研究として、
これらのクーポンプロモーションのソフト面まで踏み込んでクーポンを分類し、それぞれ
に対する消費者の反応を分析することでクーポンの配布形態の差異が利用意図にもたら
す影響を理解することが可能になると考えられる。 
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